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はじめに（本ガイドラインの目的） 

1. 本ガイドラインの目的 

本ガイドラインは、水産分野におけるデータの取扱いに関して、取り決めるべき内容

に関する留意点等を示すことを目的とする。 

データについては、ICT技術を活用する上で、非常に重要な要素となっており、ICT

技術を通じて水産業の活性化を目指すスマート水産業においてもこの点は同様である。 

一方で、データに焦点を当てて保護する法律はこれまで策定されておらず1、結果とし

て取り決めがなされないデータについては、当事者において十分な保護を受けられない

可能性が生じている。そのため当事者間でのデータの取扱いについても、具体的な取決

めが求められる。 

特に水産分野の漁獲や水揚げ、出荷に関するデータの提供や利用は、当事者間の信頼

関係に根差して行われてきた経緯がある。しかしスマート水産業など ICTを活用する場

面では、データの利活用に関して様々な当事者が登場することから、信頼関係を一歩進

めて、目に見える形にすることが重要である。これにより、当事者間で事後の誤解が生

じないよう、データを提供し、利用することが期待される。そこで従来の信頼関係を見

える形にすること＝取決めを定める、が重要となる。 

データの利活用の取決めに関するガイドラインについては、すでに 

・「AI・データの利用に関する契約ガイドライン 1.1版」（経済産業省、2019年） 

・「農業分野における AI・データの利用に関する契約ガイドライン」（農林水産省、2020

年） 

が策定されている（それぞれの関係はガイドライン本文で説明する）。本ガイドライン

は、これらのガイドラインを踏まえて、さらに水産分野の特殊性を踏まえた内容を加え

たものとしている。 

本ガイドラインでは、水産分野の、特にデータの提供する漁業者や漁業協同組合、産

地市場の方々や、これらの方からデータ提供を受ける方々との間で円滑なデータの取扱

いを行い、利用関係が構築できることを期待するものである。 

 

2. 本ガイドラインの想定読者と読み方 

 ガイドラインの想定利用者 

本ガイドラインの利用者は、データの利用場面に関わる方すべてを対象としている

が、特に漁業者や漁業・養殖業、産地市場に関わる方には積極的に利用していただきた

い。また、本ガイドラインでは、特に水産業におけるデータの特殊性に鑑みた留意点を

示しており、生産者等以外の利用者は、データの提供を受けた際に、この留意点を確認

することが望ましい。 

 

                                                   
1 著作権法や不正競争防止法などでは、一定のケースの場合にはデータを保護の対象としている。 
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 本ガイドラインの構成 

本ガイドラインの構成と、記述概要を以下に示す。 

 

 

本ガイドラインの構成 

 

 

 本ガイドラインで用いる用語 

 

用語 内容 

生産者等 漁業者（漁業従事者含む）、養殖業者、漁業協同組合、産地

市場の総称を指す 

データ 情報処理システムの処理対象として用いる事実、またはこれ

に基づいて処理がなされた結果。数値には限らない。 

経済産業省ガイドラ

イン 

「AI・データの利用に関する契約ガイドライン 1.1 版」

（経済産業省 令和元年 12 月） 

農業分野ガイドライ

ン 

「農業分野における AI・データに関する契約ガイドライン」

（農林水産省 令和 2年 3月） 

生データ データ提供などにおける未加工のデータ 

派生データ データを加工、分析、編集、統合等することによって新たに

生じたデータ 

暗黙知 経験や勘に基づく知識で、言葉等により表現されない知識 

形式知 文章や図表、数式などによって説明・表現できる知識 

ノウハウ 技術競争の有力な手段となり得る情報・経験。 

不正競争防止法上の営業秘密等の要件を満たす場合には、法

律上の保護を受けることができる。 

第1.総論

第2. 水産分野のデータ提供におけ
る基本的事項

第3. 水産分野における
データの取扱いに関する特徴

第4.データ利活用に関する
モデル契約書におけるポイント

主に本ガイドラインの目的や取決めの重
要性、本ガイドラインで対象とするデータ
等について示す。

水産分野のデータ提供における取決め
の内容やデータの流れ、利用関係の説
明を示す。

データ提供の取決め内容を考えるうえで
考慮すべき水産分野でのデータ等の特
徴や利用関係のあり方の説明を示す。

水産分野の特殊性を踏まえたデータ提
供契約の条項に関する解説とモデル契
約書を示す。
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データ提供型契約 取引の対象となるデータを一方当事者（データ提供者）のみ

が保持しているという事実状態について契約当事者間で争い

がない場合において、「データ提供者」から当該データの提

供を受ける「データ受領者」に対して当該データを提供する

際の「データ受領者」の当該データの利用権限や利用条件等

を取り決めるための契約 

データ創出型契約 複数当事者が関与することにより、従前存在しなかったデー

タが新たに創出される場面において、当該データの創出に関

与した当事者間で、データの利用権限について取り決めるた

めの契約 

 

 

 本ガイドラインの読み方 

 生産者等において特に参照いただきたい箇所 

 データの入力を伴う ICTシステム・サービスの利用を考えている生産者等 

データの入力を伴う ICT システム・サービスの利用を考えている生産者等について

は、製品・サービスを利用する際に入力するデータに関する取決め内容が意に反しな

いものであることや取決め内容により、どのようなリスクがあるのかを把握すること

が求められる。そこでこれらをチェックするために、 

・表 14 生産者等が締結するデータ提供契約における確認項目例 

を確認いただきたい。 

そして提供の場面で特に留意している事項について、 

「第 2. 水産分野のデータ提供における基本的事項」のうち 

3. （1） 漁協・産地市場へのデータ提供・創出 

で説明しているので、御参照いただきたい。 

 1） ICTシステム・サービス・製品等の研究開発に関与する生産者等 

ICT システム・サービス・製品等の研究開発に関与する生産者等については、漁業

者・養殖者のほか、漁業協同組合、産地市場などが想定される。ICT システム・サー

ビス・製品等の研究開発目的で提供されるデータやノウハウについては、先進的な製

品やサービスの実現につながるものが含まれていることもあることから、提供に際し

ては様々な内容を確認することが望ましい（表 14参照） 

そこでまずはデータやノウハウの提供契約の内容を確認する観点から 

 

・表 14 生産者等が締結するデータ提供契約における確認項目例 

・第 4. データ利活用に関するモデル契約書におけるポイント 3. モデル契約ひ

な型 3） データ提供契約におけるタームシートタームシートの例 

を確認いただきたい。 
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 ICTシステム・サービス・製品等の委託者・受託者において特に参照いただきたい

箇所 

 ICTシステム・サービス提供者、研究開発機関等 

水産分野における研究開発での ICT システム・サービス・製品等の提供者、研究開

発機関等が関与する部分は広範であることから、基本的には本ガイドライン全般につ

いて内容を参照されたい。 

 国、地方公共団体、公的機関（国立研究開発法人、独立行政法人等） 

水産分野の研究開発においては、関連情報の提供目的や、公的資金によるプロジェ

クトとして、国、地方公共団体が委託者となったり、公的機関が受託契約管理団体と

して製品・サービス提供者、研究開発機関等に対する委託者となったりすることがみ

られる。 

この場合については、本ガイドラインの以下の項目で示しているので参照された

い。 

 

「第 2. 水産分野のデータ提供における基本的事項」のうち 

（２）③ 行政機関等への提供 

で説明しているので、御参照いただきたい。 
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第1. 総論 

1. 水産分野でのデータ利活用の意義（スマート水産業2推進のために） 

 

本章の概要 

 本章では水産分野におけるデータ活用の意義と、これを実現する上でのデータの

利活用に関する取決めの重要性について述べる。 

 生産者等が提供するデータは、産業の持続的な成長や生産者等の活動支援に資す

るスマート水産業において重要であるが、データの法律上の取扱いについては当

事者間の取決め（契約など）を行うことが重要である。 

 データを利活用する例としては、生産者等から提供される操業に関するデータを

活用したサービスや、漁場に関するデータを活用したサービスのほか、海況情報

などの情報を活用して、漁業を支援するためのサービスなどがある。これらによ

り、生産者等の作業効率化、資源や環境に配慮した漁業・養殖業の実現を図るこ

とが期待される。 

 

 

 水産分野におけるデータ活用の意義 

現在、水産分野では ICT等の先端技術の活用により、水産資源の持続的利用と産業と

しての持続的成長の両立を実現する次世代の水産業である「スマート水産業」への取組

が推進されている。すなわち、「スマート水産業」では、ICTや AI等の先進技術を水産

業に活用することにより、水産業の効率化・高度化を図るほか、競争力のある水産業を

実現するとともに、将来の担い手確保に貢献することも期待されている。このことは、

漁業者にとっても大きな利益となる。 

具体的には、生産段階から流通に至る過程で生じるデータを活用し、また ICT等を高

度に駆使することにより、例えば、 

 漁場形成・漁海況予測や漁場探索の高度化による操業の効率化 

 ロボット等の導入による漁業操業や養殖作業の自動化・効率化 

 水産資源や漁場環境の的確な把握による高度な資源評価・管理 

 観測ブイ等の導入による養殖漁場環境のモニタリングと管理等 

の実現が期待されている。 

このようなスマート水産業において中核をなすのは、生産や流通の過程において生じ

るデータである。データを高度に活用することにより、例えばこれまで勘（暗黙知）に

頼ってきた操業から、再現性の高い操業やデータに基づく予測を利用した操業の実現を

                                                   
2 水産庁において実施された「水産業の明日を拓くスマート水産業研究会」のとりまとめ報告書では、スマート水

産業について、「ICT、IoT 等の先端技術の活用により、水産資源の持続的利用と水産業の産業としての持続的成

長の両立を実現する次世代の水産業」と定義している。 
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図ることが可能となる。またデータを用いて AIや各種技術を利用することにより、漁業

者（養殖業者を含む。以下同じ）にとって作業負担の軽減をはじめとする業務の効率化

や、担い手の育成などにも寄与することが期待される。 

そこで、スマート水産業を推進し、水産業を成長産業化していくためには、データを

取得した当事者だけでなく、データを評価・分析する研究機関やデータを用いて操業に

役立つ新しいサービスや機器類を開発・提供する民間企業等他の利害関係者も利活用で

きるようにすることで、データの有効活用を図っていくことが重要と考えられる。 

 

【コラム】「水産業の明日を拓くスマート水産業研究会」 

スマート水産業は我が国の水産業が抱える以下の課題に、ICT・IoT技術を活用し

て応えることが期待されている。 

 漁業・養殖業や水産加工業に従事する労働者の減少・高齢化の進行 

 海洋環境の変動等の影響から資源量が減少する等による漁業生産量の減少 

このスマート水産業を社会実装する方策を検討するために、「水産業の明日を拓く

スマート水産業研究会」が設けられた（令和元年度）。「水産業の明日を拓くスマート

水産業研究会」が取りまとめた報告書3では、以下の 3つの社会実装の方向性が示さ

れている。 

 漁業・養殖業の生産活動のデジタル化に向けて 

 水産バリューチェーン産地の構築に向けて 

 水産業データ連携基盤の活用に向けて  

同とりまとめでは、これらを実現するための課題として 

 現場の生産者等が積極的にスマート水産業に取り組みたくなるような成功事例の

創出・拡大 

 データ利活用の推進に向けたデータポリシーの確立、データの標準化 

 将来に渡ってスマート水産業が自主的・自立的に取り組まれていくための人材育

成・啓発普及 

などが示されており、本ガイドラインは「水産業の明日を拓くスマート水産業研究

会」の検討を踏まえて、水産業にかかわるデータ利活用を推進することが、策定の背

景となっている。 

 

 

 水産分野におけるデータ利活用の例 

漁業・養殖業を支援するために、データの利活用したサービス等の例を以下に示す。 

 

                                                   
3 https://www.jfa.maff.go.jp/j/sigen/study/attach/pdf/smartkenkyu-19.pdf 
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 漁業者の情報を活用したスマート水産業の例 

 

表 1 ICTセンサー付きブイを活用したサービス概要 

サービ

ス概要

図 

 

概要  IoT センサー付ブイからの海況データを取得し、そのデータを基に、漁業者が実施すべ

き作業の判断を支援できるためのサービス。 

 上記の図に示す通り、漁協が保有するセンサー付ブイから取得したデータを、クラ

ウド事業者経由でスマートフォン・アプリケーション・ベンダーが処理を行い、漁業

者が利用する、という流れである。 

 センサー付きブイの導入、アプリを通じたデータの提供に関連して契約が締結さ

れている。 

 養殖業への利用を想定しているシステムで、漁業者が水温情報等をブイから取得でき

る。 

 取得しているデータは魚種などにより異なる。例えば、給餌なしの養殖の場合、塩

分濃度、水温を取得する一方で、給餌ありの養殖の場合は水温、溶存酸素を取得

する。真珠の養殖では塩分濃度、水温に加え、クロロフィルを取得している。 

 データは 1時間に 1度、サーバへと送信される。 

 現在、導入がされている品種は海苔、牡蠣が多い。導入地域としては有明海や瀬

戸内海である。最近ではマグロ、タイ、ブリ、カンパチ、真珠などに導入が行われて

おり、特に志摩の真珠養殖で利用が進んでいる。 

データ処理

データ取得

データ提供

：データの流れ ：モノの流れ ：契約関係

ICTブイ
製造事業者

スマートフォン・
アプリケーション・ベンダー

クラウドサーバ スマートフォンアプリ通信
インフラ

クラウド事業者

塩分、水温、
溶存酸素等

掲示板・
投稿情報

• 漁協がICTブイの管理を
行い、漁業者が取得され
た情報を活用している

塩分、水温、
溶存酸素等

• 漁協と通信キャリアとが
ICTブイの利用について
包括的に契約を締結し
ている

• アプリの権利はスマート
フォン・アプリケーション・ベ
ンダーが保持する。

• アプリには掲示板機能が
付属しており、漁業者が
情報のやり取りを出来る。

• ICTブイを漁協が購入す
る。

漁業者

漁協
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データ

連携の

流れ 

 データの大きな流れとしては、漁協が保有する ICT ブイから取得されるデータを、クラ

ウド事業者のサーバで処理、スマートフォンアプリで配信し、漁業者が利用できる、とい

う流れである。 

 センサーから得られたデータは、クラウドに蓄積される。この蓄積データを基に、アプリ

ケーションを通じて、各漁業者が可視化された海洋情報を確認する。 

データ

交換上

の取決

め等 

 アプリの利用規約の作成にはクラウド事業者も協力しており、センサー付ブイの利用に

際してはベンダによる同意が必要となる。 

 本システムでのデータの利用関係は、利用規約の範囲で決めているが、それ以上に詳

細は取決めていない。 

 

 漁業者以外の情報を活用したスマート水産業の例 

漁業者からのデータだけではなく、海況状況や気象情報などを活用して、漁業者の操

業等を支援するデータ活用の例として、（一社）漁業情報サービスセンター（JAFIC）が

提供する「エビスくん」というサービスがある。その概要を表 2に示す。 

 

表 2 「エビスくん」のサービス概要 

サービ

ス概要

図 

 

概要  JAFIC が運営する漁業支援のための情報サービス。インターネット経由で、水

温や潮流、漁場予測などの情報を提供する。利用者はほぼすべてが漁船で、沖

合漁船を中心に約 700 隻がサービスを利用している。 

 漁業者や調査船、外部機関等から取得したデータを、JAFIC で集約・解析

し、漁業者が利用する、という流れである。 

 サービスの利用者とはデータ利用について取決めを行っている。 
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 利用者は、水温、海・潮流、波の高さ、風などの要素を海図上にヒートマップ

として表したデータのほか、JAFIC が過去のデータを元に独自に予測したコン

テンツ（サンマ、アカイカ、スルメイカ等の漁場予測）などを入手できる。 

 水温データは、漁場の選定に利用される。 

 海・潮流データは、漁具の設置場所や航路の選択に利用される。航路の選

択は燃費と直結することから需要が高い。画面上では矢印で表現され、矢

印の長さが潮流の強さを示す。このほか、延縄漁法等では潮の流れに応じ

て漁具を設置するため、潮流情報が活用される。 

 気象データ（波高・風の予測、気圧配置、台風進路予想など）は操業計画

の策定や安全の確保に用いられる。 

データ

連携の

流れ 

 情報は、人工衛星（JAXA を含む）、気象庁情報（気象業務支援センター）など

から入手するデータのほか、漁船や定期船等からのデータも取り込んでいる。

取り込まれたデータは JAFIC に集約され、加工・解析を経て漁業者等に提供さ

れる。 

 漁船のデータなどを取り込むことによって、提供する情報を実況に見合っ

たものとしている。 

 漁業者から取得するデータは水温データであるが、取得には漁業者の水温計を

用いて計測を行っている。これは、漁業者にとって水温は重要な情報であり、

水温を計測可能なセンサーは殆どの漁船に装備されており、それが利用できる

ためである。 

 この水温図作成に際して利用される元データについては、漁船の操業位置

情報が含まれるため公開していない。 

 漁船が収集した水温などのデータは、「エビスくん」の情報更新のタイミング

など、インターネット接続が行われた際に、まとめて JAFIC に送信される。 

 衛星船舶電話の回線を通じて情報をやり取りしている。 

データ

交換上

の取決

め等 

 漁業者には、利用目的を説明のうえ、同意を得たうえでデータの取得を実施し

ている。 

 契約はデータ送付一回ごとの単価契約の形で覚書を取り交わしている。位置情

報は漁業者にとって機微な情報であるため、水温図作成にのみ利用するという

形で取決めを行っている。 

 

  



 

- 10 - 

 

2. 利活用促進のための利用ルールの必要性（生産者等が安心してデータ提

供するために） 

  

本章の概要 

 本章ではスマート水産業を実現する上でのデータの利活用に関する取決めの重要

性について述べる。 

 生産者等が提供するデータは、産業の持続的な成長や生産者等の活動支援に資す

るスマート水産業において重要であるが、データの法律上の位置づけには通常の

物件等とは異なる部分があり、その取扱いにおいては当事者間の取決め（契約な

ど）を行うことが必要である。 

 このような取決めを行うことで、データを提供する側（例：生産者等）と利用す

る側（例：民間事業者、研究機関、行政機関等）の利害のバランスをとり、安心

できるデータを提供し利活用する関係を構築することができる。 

 

 分野共通の観点からのデータ利活用に関する取決めの必要性 

水産分野に限らず一般論として、データの利活用のルール策定において、もっとも重

要なことは、データの法律上の位置づけを理解することである。データそのものは、必

ずしも法律上、権利として直ちに認められるものではない。そのため、法を根拠として

権利を主張できる「権利性」がないデータについては、漁業者・養殖業者等のデータ提

供者と企業等の提供先との間で、授受のあったデータをどのように取り扱うのか、デー

タを加工したことで生じた新たなデータはどのように取り扱うのか等、あらかじめ取決

めて4おくことにより、トラブルを未然に防ぐ必要がある。 

例えば、提供者は、国内に限定して提供されるサービスの開発へ協力するつもりでデ

ータを提供しているにもかかわらず、提供先では最初から広く海外にサービスを提供す

ることを想定してデータの提供を受けている場合には、提供したデータが国内漁船と競

合する外国漁船の操業にも利用される等の問題が発生するリスクがある。 

 

【コラム】「データの法的性格」 

一般的に、データは、著作権と同様のものと理解されがちである。そのため、「データの所有

権」、「データオーナーシップ」などの表現を使用してやり取りされることがあるが、誤解に基

づくものもしばしば含まれている。 

日本の法律では、民法で所有権の対象を定めており、所有権の対象となる「物」は「有体

物」に限るとされている（民法第 85条、第 206条）。データそのものは、「有体物」ではない

ため、所有権の対象とはならない。 

                                                   
4 契約や団体内での規約等により、明文化することが想定される。 
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一方、著作権法や特許法などの産業財産権に関する法律では、民法の例外として、著作物や

発明等など、有体物とは言えないものを権利の対象として認めている。著作権法で保護の対象

となる著作物は「思想又は感情を創作的に表現したものであって、文芸、学術、美術又は音楽

の範囲に属するもの」（第 2条 1項 1号）とされているため、単なる記録であるデータについ

ては、著作物に該当しないことが多いとされる（データベースの場合には、著作物となる場合

がある）。つまり、単なるデータを権利として扱う法律は、現時点で日本には存在しないため、

「データには権利性がない」とされている。 

なお、権利性がないデータであっても、保有者が秘密として取り扱っている場合には、営業

秘密として保護されることがある。例えば企業内でセキュリティ対策を講じて、取引データの

管理などを管理している場合には、営業秘密として認められ、これを盗み出した場合には、不

正競争防止法による罰則や、損害賠償義務が生じる。 

このようにデータは、その法的性格から、必ずしも法律で通常の「物」と同様の保護を受け

ないため、提供する際には適切な取決めを行うことが重要となる。 

 

図 1 データおよびその他の知的財産の関係 

（出所「農業分野ガイドライン ノウハウ活用編」P22） 

生データ
（例:提供データ、
創出データ）

派生データ
（例：学習済みパラ

メータ）

法律で権利等として保護されるもの

入力データ
（例:サービス利用で入

力するデータ）

農業関係者のノウハウ

プログラム
（例:推論プログラム）

法律で権利等として
保護されないもの

法律で決めることの対象外と
なるもの

要
件
を
満
た
せ
ば
営
業
秘
密
や
限
定
提
供
デ
｜
タ
と
し
て

不
正
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争
防
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り
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正
取
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か
ら
保
護

要
件
を
満
た
せ
ば
著
作
権
と
し
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著
作
権
法
に
よ
り
権
利
が
保
護

著
作
権
法
に
よ

り
保
護
さ
れ
る

要
件
を
満
た
せ
ば
特
許
権
と
し
て

特
許
法
に
よ
り
権
利
が
保
護

データ類、ノウハウは、

いずれの法律の要件を

満たさない場合には、

知的財産として法律上の

保護が受けられない

例
・創作性のないデータベースまた
はデータ単体
・営業秘密等の要件を満たさな
いノウハウ
等

法律上の保護の有無に

かかわらず、以下の内容

は法律ではなく当事者が

決めることとされる。

・知的財産の帰属関係

・知的財産の利用関係

・知的財産の利用条件

・知的財産の管理関係

・知的財産の第三者提供

・知的財産に関する責任関係

契約により決定しなければ、知的財産に関する
提供者間の当事者の法律関係が決められない。

本ガイドラインはこの契約関係を適切に策
定できることを目的として策定

AIの研究開発に
おいて生じるもの

知的財産権が認められる場合には、保有者
は法律上の保護を受けることができる
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 水産分野におけるデータ利活用に関する取決めの必要性 

スマート水産業を推進していく上で、多くの関係者がデータを円滑かつ幅広く活用し

ていくためには、データ提供者が安心してデータを提供できるようにするための環境整

備が必要である。 

例えば、経験のある漁業者が、長年の経験に裏打ちされた「勘」（暗黙知）をデータ

化し提供することで、経験がない若者でも操業の疑似体験ができるようになり、新規就

業者の確保につながることが期待される。一方で、提供したデータが、競合する遊漁者

や外国漁船などに利用され、経済的な損失を被る可能性があるならば、データを提供す

る漁業者は、いくら新規就業者の確保につながるとしても、その提供をためらうことに

なるだろう。 

データの広範な利活用を図るためには、データ提供者が安心してデータを提供できる

ようにすることに加え、提供を受けたデータ利用者も、データを利用することにより生

み出された価値（例えばデータを活用して生み出されたシステムの効果）の対価を適正

に享受できる環境が求められる。 

特に、水産業で扱われる「データ」は、一旦流出すると、法律に基づく権利として保

護されないものが多く、データ提供者の利益が損なわれる可能性があることから、デー

タ提供者の利益を十分に考慮した利用ルールに基づいて、データの利活用が図られる必

要がある。 

本ガイドラインでは、このような観点に基づき、水産業で、データの利活用を促進す

る際に必要な利用ルールのあり方を示す。利用ルールの策定に際しては、データ提供者

やデータ利用者ともに、各々の利益が適正に保護されることに留意する必要がある。 

 

3.  本ガイドラインで対象とするデータ、利用場面 

 

本章の概要 

 本章では本ガイドラインで対象とするデータの種類と利用場面、データ契約に関

する他のガイドラインとの関係について述べている。 

 本ガイドイランで対象とするデータは、漁業者、漁業協同組合、産地市場（以下

合わせて「生産者等」という）において生成されたデータの取扱いとする。 

 本ガイドラインで対象とするデータの利用場面については、生産場面だけではな

く、データの提供を受けた民間事業者や研究機関、行政機関等などにおける利用

（流通や加工のほか、データを利用したサービスの提供、データを活用した研究

開発や、政策立案等）を含む。 

 他のガイドラインとの関係については、本ガイドラインは特に水産分野に特化し

た内容を中心に適用対象とする。その他の内容については経済産業省ガイドライ

ン、農業分野のガイドラインを参考とする 
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本ガイドラインでは、水産分野において取り扱うデータのうち、漁業・養殖業の生産

の場面で生じたデータを中心に、原データ5及び加工等がなされた派生データ6等を対象

とする。 

一方で、今回のガイドライン策定においては、生産現場を中心とした検討に軸足を置

くこととし、生産者等で発生したデータを除き、例えば流通会社で新たに生じさせた取

引データ（例：流通会社が小売事業者に出荷した商品のデータ）や物流データ（例：運

送等に関するデータ）等の流通段階で生じたデータについては、検討が不十分なため、

対象としない。 

 

 本ガイドラインが対象とするデータ 

 生産の場面におけるデータ 

生産の場面とは、漁業・養殖業の現場、および水揚げした漁獲物等についての産地市

場で行われる取引や、相対での取引などを想定する。これらの場面において漁業協同組

合が関与する場合には、これも対象とする。 

これらの場面で発生したデータを本ガイドラインでは対象とする。例えば加工業者に

よる加工の場面や、消費市場、卸売り、小売りなどの場面などで新たに発生したデータ

は、本ガイドラインの対象外とする。 

 

 

図 2 本ガイドラインで対象とする生産の場面 

                                                   
5 作成したデータそれ自体で、加工していないもの。例えば水産物を計量した際に、計量データそれ自体などを指す。 
6 原データに対して、何らかの加工を施したもの。例えば集計値など統計加工を行ったものなどを指す。 

水揚げ
海面漁業

養殖漁業 相対取引

産地市場取引

出荷
加工業者

卸売・小売

本ガイドラインではこの場面で生じたデータを対象とする
（ただし出荷先でこのデータの提供を受けて、加工した
データ（派生データ）は対象とする）

加工や流通の場面で新たに生じ
たデータは対象としない
（水産物の加工（切り身等）
により得られたデータ等）

漁協
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 水産に関するデータ 

水産に関するデータとは、水産物に関するデータを指す。具体的には水産物自体のデ

ータと、これの取扱いに関するデータを想定する（図 3）。 

本ガイドラインでは、生産者等に関するデータについても、水産物に関しないものは

対象としない。例えば水産物の取扱いに関する活動以外の漁業協同組合での活動や取引

（組合の管理活動や共済に関する契約等）は対象とはしない。 

 

図 3 本ガイドラインで対象とする水産データ 

 

 具体的なデータ例 

本ガイドラインで対象とする生産場面で発生したデータの具体例を表 3に示す。 

生産については、漁業、養殖のいずれも含む。また漁業者が漁獲した水産物に関する

データのほか、これを産地市場で水揚げした際に生じるデータや、漁場に関連するデー

タ等も対象とする。 

 

表 3 本ガイドラインで取扱うデータの例 

水産物情

報 

水産物の属性等

に関する情報 

・魚介名 

・重量/サイズ 

・雌雄 

 

 水産物の画像情

報 

・出荷対象の水産物

の写真 

・魚介類のサンプル

写真 

・提供する画像が、個別取引の対象であ

る水産物の画像であるのか、サンプル

であるのかを明示する必要がある。 

・消費者に対する提供を目的とする場合

には、誤解を生じさせないように留意

水産物の取扱いに
関するデータ

水産物に関する
データ

・」魚介名（標準和名・銘柄）
・サイズ
・雌雄等 ・・・

取扱い内容

漁
獲

・漁獲者
・漁獲地（海域、位置情報）
・漁獲方法
・漁獲量
・漁獲日
・水揚日・・・

養
殖

・養殖者
・養殖地
・養殖方法
・給餌内容
・出荷量
・出荷日 ・・・・

取
引

・取引方法（産地市場、相対）
・価格
・漁獲・出荷者／買受人
・取引日
・取引量 ・・・
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する必要がある（大きさ、色等）。 

・提供する画像が第三者の撮影のもので

ある場合には、著作権上の処理を行う

必要がある。 

生産現

場、産地

市場での

取引情報 

生産者（漁業

者）の関連情報 

・漁業者（船名） 

・漁獲水域（水揚

地） 

・漁獲（水揚）日時 

・漁獲方法 

・漁獲者に関連する情報は、通常はオー

プンでの利用用途では提供されない。 

（漁獲水域については、JAS法に基

づく原産地表示を除く。） 

生産者（養殖業

者）の関連情報 

・養殖者 

・養殖水域（水揚

地） 

・出荷日時 

・給餌方法 

・養殖業者に関連する情報は、通常はオ

ープンでの利用用途では提供されな

い。（養殖水域については、JAS法に

基づく原産地表示を除く。） 

取引事業者が取

扱う情報 

・売主/買主（市場

名） 

・価格 

・取引量 

・取引期日 

・仕入日 

・出荷日 

・取引事業者における取扱履歴情報は、

通常は当事者間だけでの提供に限定さ

れる。 

取引事業者によ

る評価情報 

・品質等級 

・その他品質情報 

・品質や鮮度の評価に関する情報は、評

価日時等がわかる形で提供する必要が

ある（時間の経過により変化しうるた

め） 

水産物の取扱い

に関する画像情

報 

・漁獲風景の写真・

動画 

・生産者の写真 

・提供する画像が、個別取引の対象であ

る水産物の漁獲等の画像であるのか、

サンプルであるのかを明示する必要が

ある。 

・個人が写りこんでいる場合には、写っ

ている個人が特定されないよう処理す

る、あるいは事前に同意を得る等の対

応を行う必要がある。 

漁場関連

情報 

海況情報 ・緯度・経度等 

・潮流 

・水温 

・研究などの目的であれば、詳細な単位

での情報が重要であるが、公開する場

合には提供者の意向を踏まえた内容に

する必要がある。 

 漁獲関連情報 ・魚群情報 

・漁業日誌（記録） 

・漁船の移動距離・

燃費 

・水深 

・船の位置情報 

・操業情報は、漁業者の営業秘密に該当

することもあるので、これに応じた取

扱いが求められる。 

・漁業者を特定しない形で提供する場合

にも、提供者の意向を踏まえた内容と

する必要がある。 
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その他の

情報 

その他、水産物

に関連する情報 

・集計等加工情報 

・市況情報 

 

・市況情報を提供する場合や、取引情報

等を統計化して提供する場合、統計化

されたデータから事業者等が特定され

ないような形で提供することが求めら

れる。 

 

 データの利用場面 

本ガイドラインで対象とするデータ（生産の場面で生じた水産物に係るデータ）の利

用については、生産場面だけではなく、他の目的での利用も想定する。 

 利用場面 

データの利用場面については、例えば、生産者等から提供されたデータは、生産者等

において利用されるほか、行政機関や研究機関、民間事業者などにも、提供されること

が想定される。データのそれぞれの提供先では、提供された目的などに応じて、データ

を利活用することとなる。本ガイドラインでは利用の場面として、データが提供された

すべての場面を想定する。 

 

 データの利用方法 

各利用場面におけるデータの利用方法については、本ガイドラインでは限定していな

い。提供を受けたデータを未加工で利用する場合はもちろん、集計等の統計利用目的な

どにより加工して利用する方法（派生データ）も含まれる。 

 

 

図 4 本ガイドラインで想定するデータの利用方法の例 

漁業者

産地市場

漁協

データの提供

行政機関

研究者

ICTサービス事業者

食品物流事業者

• データ分析等の加工
• 各種政策への分析

• 研究への活用（統計分析
ほか）

• 他のデータとの組み合わせ
分析

• システム構築のための利用
• AI等の分析への利用
• 新規サービス開発での利用

• 在庫管理への利用
• 販売分析などへの利用

• 漁獲・養殖のた
めの活用

• 各組織内での
経営データ利用

• 業務効率化へ
の利用

利用方法

利用方法
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この場合、「（1）本ガイドラインが対象とするデータ」との関係で、加工したデータ

が、本ガイドラインの対象とする「生産の場で生じたデータ」となるかが問題となる。

例えば生産者等から流通事業者にデータを提供した場合、流通事業者は必要に応じてデ

ータに対する加工を行うことになる。出荷データを踏まえて、出荷元を県単位に整理す

るなど、元のデータを踏まえて整理する場合には、生産の場面で生じたデータの加工に

止まることから、本ガイドラインの対象となる。 

他方、例えば流通事業者が入荷した水産物を何らかの形で加工（切り身にするなど）

により生じたデータ（各切り身の重さ等）は、生産の場で生じたデータとは言えず、流

通や加工の場面で生じたデータとなる。そのため、本ガイドラインでの対象外となる。 

 

 データの具体的な利用場面 

データの利用場面としては、生産場面で発生したデータを、生産者等（漁業者、漁業

協同組合（漁協）、産地市場）における利用または生産者等以外が利用する場面であ

る。この概略を「図 5 本ガイドラインで想定するデータの利用場面」に整理した。特

に生産者以外の利用ついては、生産者等からデータの提供を受ける関係（データの提供

関係）を踏まえて行われる 

生産場面で発生したデータとして、漁業者から漁協や産地市場へ水揚げや出荷に伴い

発生したデータが挙げられる（図中①）。 

次に漁協や産地市場からデータ提供される場面が想定される。この場合、委託業務の

一環（例えば販売システム等のサービスの利用など）で提供される場合（図中②）があ

る。また提供先組織での独自利益目的での利用（独自利用）に資するように、データ提

供がなされる場合がある（図中③。なお②と③は合わせて発生することもある）。例え

ば提供先が行政の場合には、行政への報告としてデータの提供がなされ、行政側ではこ

れを報告された目的である事務（資源評価等）に利用することになる。 

さらに提供されたデータについては、別の第三者に対して提供されることもある（図

中④）。提供先では、独自の利用目的で提供を受けたデータを利活用することになる。 

最後に、漁業者が漁協や産地市場を経ずに、直接データを提供するケースも想定され

る（図中⑤）。例えば漁業者が直接、民間事業者と取引を行う場合や、個別にデータを

利用するサービスを使ったり、あるいは学術的な研究に協力したりするためにデータを

提供するようなケースが想定される。この場合でも、提供先から別の第三者にデータが

提供されるケースも想定される。 

本ガイドラインではこれらのケースを想定して、取決めの留意点等を整理する。 
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図 5 本ガイドラインで想定するデータの利用場面 

 

4. 本ガイドラインで想定する当事者 

 

本章の概要 

 本章では、データ提供関係において漁業者、漁協・産地市場、民間事業者、研究

機関、行政機関などが想定される。 

 

 データ提供関係における当事者 

本ガイドラインで想定する当事者は、以下のようなデータの当事者が想定される、 

生産者等 ：漁業者、漁業協同組合、産地市場 

研究機関 ：国立試験研究機関、公設試験研究機関、大学等 

行政機関 ：府省、自治体（都道府県・市区町村） 

民間事業者：生産者等にサービスや製品を供給する民間事業者（システム等） 

      産地市場における取引に参加する民間事業者（仲卸、買受人等） 

      生産者等から相対で取引を行う民間事業者 

      外部の漁業協同組合・産地市場 

       生産者等から収集した情報を第三者に提供するデータベース事業者 

 

これらについて、具体的に想定されるものを表 4に示す。 

生産者等からデータ提供を行う場合、提供先によりデータの利用目的があらかじめ想

定されているケースが多い（例えば研究機関であれば、学術研究目的など）。しかし、

実際の利用場面では、第三者提供や他の主体とデータの共同利用などを行うケースもあ

り、複数の種類の当事者が同時に利用関係に立つことも想定される。 

漁業者（個人/法人）

漁業協同組合
生産市場

民間事業者

研究機関

行政機関

民間事業者

研究機関

行政機関

②委託のための提供

③提供先での独自
利用のための提供

データ利用者
（民間事業者、研究機
関、行政機関等）

④提供先での独自
利用のための提供
（再提供）

第三者提供等 データ再提供

①漁協へのデータ
提供(報告)

⑤漁業者からの独自提供

④提供先での独自
利用のための提供
（再提供）
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表 4 各当事者の概要 

当事者のカテゴリ 概要 

生産

者等 

漁業者  漁業を行う者全般。個人法人等いずれも含む 

 漁業を行う者、養殖業を行う者のいずれも含む 

 漁業権の有無に関わらず、漁業を行う者を含む 

漁業協同組合  水産業協同組合法の第 2章に基づいて設立される組合 

産地市場  「主として漁業者又は水産業協同組合から出荷される水

産物の卸売のためその水産物の陸揚地において開設され

る卸売市場で，その水産物を主として他の卸売市場に出

荷する者，水産加工業を営む者に卸売する者又は水産加

工業を営む者に対し卸売するためのもの」（旧卸売市場

法施行令第 2条） 

研究機関  国立試験研究所は、国立研究開発法人 水産研究・教育

機構など、農林水産省所管の水産分野を対象とする国立

の研究機関を想定 

 公設試験研究機関は公立試験研究機関のほか水産試験場

などを想定 

 大学等（水産分野を研究対象とする場合全般） 

行政機関  府省（地方支分部局含む） 

 自治体 

民間

事業

者 

サービス・製

品提供事業者 

 生産者等が利用する水産分野のデータを取り扱うための

システム開発やサービス提供、製品提供を行う事業者 

 漁業・産地市場が委託する決済代行を行う事業者（団体

含む） 

産地市場 

利用者 

 産地市場における競りや入札に参加する卸業者、買受

人、加工業者等 

 共販により生じる入札に参加する事業者 

生産者と直接

取引を行う事

業者 

 生産者と相対取引を行う事業者 

 共販により取引を行う事業者 

データベース

事業者 

 生産者等から収集したデータを加工・調整して、第三者

に情報として提供するデータベース事業者 
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【コラム】機器を利用したデータ収集と当事者 

データの収集を行う場合として、最近は機器を用いて計測することが多い。例えば水温や

水中の深さ、潮の流れ、塩分濃度などは、センサーを用いて計測することが多い。また魚群

探知機を通じて、漁場のデータを数値や画像として記録したり、GPSなどを用いて船舶の位

置を計測したりするなども日常的である。 

機器の利用については、従来は機器単独で計測データを取得し、その表示やデータを操業

者が直接記録することが多かったが、最近は機器の性能を活かすためにネットワークを通じ

て利用者のデータを活用し、またはサービス提供することも増えている。例えば地上であれ

ば、スマートフォンの位置情報をサービス事業者に送信し、それに基づいて渋滞情報を利用

者に提供するケースもある。この場合、スマートフォンの利用者は自らのデータをサービス

事業者に提供し、サービス事業者は提供を受けたデータに必要な処理を行い、自らのサービ

スとして活用することになる。つまり、スマートフォンの利用者はスマートフォンを通じて

自らの位置情報を計測することができるとともに、サービス事業者に対して位置情報を提供

していることから、データの利用関係が存在していることになる。 

このように機器を通じたデータの収集に際しては、利用者自身が明示的に意識していな

い、あるいは注意喚起されているものの、気に留めないで、サービス事業者にデータ提供を

行っているケースがあることに留意する必要がある。特に事業者によっては、本来利用者が

提供してほしくない相手・地域にデータや、データを活用したサービスを提供するケースも

ある。 

スマート水産業においては、サービス事業者がデータを利活用して、漁業を高度化するこ

とが求められているので、それ自体は推進が求められる。ただし利用者がデータを「提供し

ている」と意識してないケースが生じないよう、データの提供を受けた事業者側でも丁寧な

対応をすることが求められる。 

 

DB

撮影データ
海域データ 国外の製品事業者本社

水中ドローン
データ

漁業協同組合

水中ドローン

クラウドサービス

漁業者
漁業協同組合職員
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図 6  IoT機器から得られたデータが海外の製品事業者に提供される例 

 

5. 他のガイドラインとの適用関係 

データそのものは、必ずしも法律上、権利として直ちに認められるものではない。こ

のことは、水産分野に限らずとも、一般的に理解されていないことである。このことか

ら生じる問題を解決するため、経済産業省、農林水産省等で、データ利用のルールに関

するガイドラインが策定され、示されてきた。 

経済産業省の策定した「経済産業省ガイドライン」では、一般的にデータと呼ばれる

ものについて、提供に係る留意点や、提供関係において求められる契約の内容、さらに

データを活用した AIの開発において求められる契約関係やその内容等が示されており、

そのための契約のひな形も提示されている。 

さらに、上記ガイドラインを基礎に、農業分野における特殊性を踏まえた、「農業分

野ガイドライン」を農林水産省が策定した。この中では、農業分野のデータ利用関係の

特殊性等を踏まえて、データ提供に係る契約内容や契約のひな形が示されているほか、

農業におけるノウハウの重要性に着目した AIの開発等に係る契約内容やひな形が提示さ

れている。 

水産分野でデータ利用のルールを考える場合に、これらのガイドラインの一部を参考

とした分かりやすい利用ルールの考え方を示すとともに、水産分野における状況に特有

の内容については、別途のデータ保護に必要な修正を行う。 

 

表 5 本ガイドラインと他のガイドラインの比較 

 
経済産業省ガイドライン 農業分野ガイドライン 水産分野ガイドライン 

（本ガイドライン） 

対象となるデータ

利用関係 

一般（特定の利用関係

を想定していない） 

農業分野におけるデータの

利用関係（農業分野の特殊

性のある部分を対象とす

る） 

水産分野におけるデータ利

用関係（水産分野の特殊性

のある部分を対象とする） 

主な利用者 データ利用関係に基づ

いて取決めを行う者全

般 

農業関係者（農業従事者、

農業団体）、研究開発機関、

民間事業者、行政機関等 

漁業関係者（漁業者、漁業

協同組合）研究開発機関、

民間事業者、行政機関等 

ガイドラインにお

いて保護すべき知

的財産等 

データ（派生データ含

む）等 

データ、農業関係者のノウ

ハウ 

データ、漁業関係者のノウ

ハウ、ノウハウに該当しな

い情報 

水産分野における

ガイドラインとの

関係 

産業横断的に適用すべ

き部分は採用する 

例えば養殖漁業、栽培漁業

など、「育てる漁業」の部分

については、農業分野のガ

イドラインを参考にする 

データ提供者における特徴

（個人情報性、漁業協同組

合等） 
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※例：ノウハウ部分の保護

について 

などの特殊性に根差す部分

を記載 

 

 

図 7 各ガイドラインの適用関係 

 

【コラム】農業分野ガイドライン 

農業分野ガイドラインは、農業分野でのデータの利活用促進を図るために令和 2

年の公表された。 

ノウハウ活用編とデータ利活用編から構成されており、前者は農業関係者がもつ

ノウハウを AIなどの形で利活用する際の、両当事者の契約締結などにおける留意

点を示すものである。また後者は、データの利活用に際して、農業分野での関係者

の特性などを踏まえて、一般的なルールとして定めた「AI・データに関する契約ガ

イドライン」からの変更点などを示すものである。 

農業分野ガイドラインでは、農業関係者が持つノウハウや、これにつながるデー

タが、意図しない形で流出し、このことが個々の農業関係者における損失だけでは

なく、農業全体の損失につながらないようにする観点から、必要と考えられる対応

策が盛り込まれている。一方で、新規農業参入者を円滑に支援するための足かせに

ならないようにする観点も併せて盛り込まれている。 

このような点は、水産業においても該当することが多く、そのため、水産分野で

の取決めを行う際には、農業分野ガイドラインを参照すべき部分も多い。 

その中でも、特に本ガイドラインとの関係で参考になる部分を紹介すると、水産

分野での生産者等が保有するノウハウの流出を心配する方については、農業分野ガ

イドラインのノウハウ活用編、特に「第 3. 農業分野においてＡＩを利用した製

品・サービスに関する契約上の留意事項」の「4. ＡＩを利用した製品・サービスに

関して農業関係者等により提供されるデータ・ノウハウ等」をご覧いただくこと

で、お持ちの経験とＡＩとの関係の理解に役立つ。 

経済産業省ガイドライン：データ利用関係全般を対象
（水産分野を含め、データの利用関係で共通する部分を対象）

農業分野ガイドライン

農業分野におけるデータの利用
関係やノウハウ活用を対象

水産分野ガイドライン

水産分野におけるデータの利用
関係等を対象

養殖等参考に

できる部分は対象
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また当事者間のデータの取決めに関して、特に民間事業者とのデータ提供などを

行う際の契約条項の考え方について、詳細な内容を知りたい方については、農業分

野ガイドラインのデータ利活用編を併せてご覧いただくことにより、網羅的な理解

に資する。 
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第2. 水産分野のデータ提供における基本的事項 

1. データ利用関係に基づく取決めの目的 

データ利用関係に基づいて取決めを行う目的や、取決めにより、回避することができ

ると想定されるトラブル等について示す。 

 

本章の概要 

 本章ではデータの提供に関する取決めについて示している。 

 水産分野においては、現状、データ提供はなされているものの、必ずしも詳細な

取決め内容となっていない。 

 データ提供における取決めは、データ提供者、提供先によって形式や内容が異な

る。本ガイドラインでは漁業者、漁協・産地市場、民間事業者、研究機関、行政

機関などが提供者や提供先になることを想定して、取決め内容や、提供されるデ

ータ、提供形態などが整理される。 

 

 データの利用関係の取決めの現状 

データ利用関係に基づいて取決めは、データの提供者と提供先との間でのデータ利用

に関する契約（契約書以外によるもの含む。例えば約款による場合や、web上などに示

される定型約款等）によって行われることが望ましい。 

但し現状では、データ提供だけを目的として契約等を行う場合は稀で、データ提供者

と提供先での間の取引・研究参加・行政報告の委任等を行う際の取決めを踏まえて行わ

れることが一般である。 

加えて、取引契約、研究参加にかかる契約や同意書等においては、現状では詳細なデ

ータの取扱いに関する内容を含むことは少なく、当事者間での守秘義務の設定や利用目

的の設定等に限定されているケースが多い。 

水産分野でのデータ利用に関する取決めは、本来提供する目的に則して、内容（利用

目的、利用範囲、管理方法等）を決めていく必要があるが、現状は必ずしもそのような

取決めになっていない。 

 

 取決めの具体例・取扱いデータ 

データ利用関係に関し、データの提供者と提供先との間で行われる取決めの例を表 6

に示す。 

（1）で示したように、データ提供だけを目的とする契約等を行う場合は稀で、デー

タ提供者と提供先での間の取引や研究参加、行政報告の委任等を行う際の取決め等を踏

まえて、データ利用に関する取決めが行われる。また個人情報の収集・利用・管理を行

う場合には、個人情報を収集する者が、個人情報取扱事業者（個人情報保護法（個情

法））として、個人情報の主体から同意の取り付け等を行う必要がある。 
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表 6 データの提供者と提供先で行われている取決めの例 

提供者 提供先 取決め等 

漁業者 漁業協同組合 

産地市場 

漁業協同組合への業務委託契約・共販契約等 

漁業者から収集した個人情報に関するポリシ

ー・同意書 

漁業協同組合 

産地市場 

研究機関等 研究参加（協力）同意書 

共同研究実施計画書 

民間事

業者 

産地市場か

らの委託 

業務委託契約 

サービス利用契約書 

産地市場の

利用等 

（広く）卸売市場参加・利用契約 

条例 

その他 研究参加（協力）同意書 

共同研究実施計画書 

業務協力契約 

行政機関等 法令・条例 

提供同意書 

研究機関等 

民間事業者 

行政機関 

第三者 漁業協同組合・産地市場→研究機関等、民間

事業者、行政機関等に準じる 

漁業者 研究機関等 

民間事業者 

行政機関 

産地市場→研究機関等、民間事業者、行政機

関等に準じる 

 

【コラム】「データ提供型契約」と「データ創出型契約」 

データの提供を行う際に、基本的には誰かが保有するデータを、外部の者に提供す

ることが多い。しかしデータ利用の場面では、必ずしもデータ利用関係に立つ当事者

の一方だけが保有するデータだけを利用する場面には限定されず、利用する者と共同

でデータを作るケースが考えられる。 

このような利用関係について、取決め（契約）における提供類型として、「データ

提供型契約」と「データ創出型契約」という形で整理されることが多い。これは後述

の「AI・データの利用に関する契約ガイドライン」、「農業分野における AI・データの

利用に関する契約ガイドライン」で採用されているものである。 

「データ提供型契約」は「取引の対象となるデータを一方当事者（データ提供者）

のみが保持しているという事実状態について契約当事者間で争いがない場合におい
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て、「データ提供者」から当該データの提供を受ける「データ受領者」に対して当該

データを提供する際の「データ受領者」の当該データの利用権限や利用条件等を取り

決めるための契約」とされる7。つまり、データの利用関係に立つ当事者のうち、どち

らかが保有していることが明らかなデータについて、その提供を行うための契約を指

す。例えば漁業者が記録する漁獲の際の操業に関するデータや、養殖において生産者

が測定する水温のデータなどが該当する。 

「データ創出型契約」は、「複数当事者が関与することにより、従前存在しなかっ

たデータが新たに創出される場面において、当該データの創出に関与した当事者間

で、データの利用権限について取り決めるための契約」とされる8。つまり、データ自

体の作成をデータの利用関係に立つ複数の者が、共同して行うようなケースを指す。

例えば漁業者が水揚げした漁獲物を産地市場で軽量してデータにするケースなどが挙

げられる。これ以外にも、例えば漁業協同組合が、ICTサービスの事業者にデータを

提供し、事業者がデータを分析・加工してデータを生み出す場合なども該当する。 

一般的には、データ提供型契約の場合には、提供の許諾を与える側が明確であるこ

とから、提供条件や利用範囲等の内容を取り決めるだけでよいが、データ創出型契約

の場合には、創出したデータについての許諾を当事者のうちだれが行うのかなどにつ

いても確定する必要があることから、取決めの内容が複雑になりやすい。 

そのため、まずはデータの生成の仕方を整理したうえで、それに応じてデータの生

成に対する両当事者の貢献について、合意したうえで、具体的な利用条件などを決め

ていくなどが重要である。 

 

次に、各提供の場面で取り扱われるデータの例が、表 7である。 

提供場面ごとに、提供されるデータの内容や提供形態が異なると考えられる。例え

ば、漁業者と漁協・産地市場との間では、漁獲物について、水揚げから産地市場での販

売等までに発生する業務の委託を依頼する内容の契約が行われている。個々の漁協や産

地市場によって異なるが、具体的には、水揚げ後の計量や競りや入札の準備と実施、確

定した金額の徴収と漁業者への振込などが、その契約の内容と想定される。この場合、

漁業者から漁業・産地市場に提供されるデータ以外に、漁業・産地市場が漁業者と共同

して発生させるデータがあることも想定される。例えば水揚げされた魚の計測により生

じるデータは、産地市場側の計測によって発生するデータである。また、同様に産地市

場と市場の利用者（買受人等）とは、落札価格など、産地市場内の取引で発生したデー

タを共同して発生させることになる（コラム「データ提供型契約」と「データ創出型契

約」参照）。 

                                                   
7 農業分野における AI・データの利用に関する契約ガイドライン データ利活用編」P10 
8 農業分野における AI・データの利用に関する契約ガイドライン データ利活用編」P6 
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このように提供の場面ごとに取り扱われるデータの内容が多様で、提供形態も異なる

が、すべての利害関係者に、データの利活用推進に安心して取り組んでもらうために

は、関係する契約当事者において個別に細かに取決めを行うことが求められる。 

一方で、取り扱われるデータの内容（例えば提供者のノウハウに関係するデータ等）

を勘案しないと、例えば一律にデータの利用を制限するといった取決めになり、提供を

受けた者が柔軟にデータの活用ができなくなって、活動が阻害されるといったことが生

じうる。逆に一律に利用目的や範囲の制限を緩めた取決めにより、提供者の利益が十分

保護されないケースも生じる。 

さらには、データの提供形態についても、提供者単独で提供したデータと、提供先と

共同で生み出したデータとでは、データの発生に対する貢献が場面によって異なること

から、その取扱いにおいても、貢献（データ生成に際して要した費用や労力、機器の提

供等）に応じた取決めを行うことが必要となる場合がある。 

 

表 7 各データの提供場面において取り扱われるデータの例 

提供者 提供先 取扱いデータ 提供形態 

漁業者 漁業協同組合 

 

 漁獲成績（魚種、漁獲量、地域、日

時） 

 操業者情報（操業者氏名ほか） 

提供※ 

産地市場  操業関係データ（操業者、船、漁獲

地、漁法） 

提供 

 水揚げ漁獲データ（魚種、数量等） 提供／一

部創出 

産地市場 研究機関等  研究対象によるが以下例 

 漁獲成績の詳細（GPS情報含む） 

 海況情報（漁船の機器から得られるも

の） 

提供 

民間事

業者 

産地市場

からの委

託 

【産地市場におけるシステム、サービス提

供の場合】 

 水揚げ漁獲データ 

 落札関連事務データ（落札者、落札価

格、出荷者、出荷者への総振込金額

等） 

提供 

 統計化データ 創出 

産地市場

の利用等 

 産地市場利用者（買受人等）ごとの落

札情報（落札対象、落札額、落札日、

落札総額等） 

創出 
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提供者 提供先 取扱いデータ 提供形態 

その他  相対契約などがある場合には、取引内

容に関するデータ（魚種、数量、単価

等） 

創出 

漁業協同組

合 

行政機関等  漁獲成績（漁業者、魚種、漁法、漁獲

量、地域、日時） 

提供 

研究機関等 

民間事業者 

行政機関 

第三者（研究機関

等、民間事業者、行

政機関） 

 提供する第三者により異なるが、産地

市場・漁業協同組合から研究機関等、

民間事業者、行政機関等への提供にお

ける取扱いデータに準じる。 

提供／創

出 

漁業者 研究機関等 

民間事業者 

行政機関 

 提供する第三者により異なるが、産地

市場・漁業協同組合から研究機関等、

民間事業者、行政機関等への提供にお

ける取扱いデータに準じる。 

提供／創

出 

※提供形態の項目にある「提供」は、提供者が管理しているデータ（情報）を提供先

にそのまま渡すケース。「創出」は提供者と提供先が共同して、新たなデータを生

み出すケース（例えば水揚げにおける重量は、漁業者が対象となる魚を提供して、

産地市場で計測して生み出されるデータ）。 

 

 

【コラム】「提供データ」と「派生データ」 

データ利用契約では、提供したデータ自体についての取決めを行うほか、提供された

データを活用して新たなデータを生み出した場合、そのデータの利用に関する取決めを

行うことも求められる。例えば、ある魚種の水揚高に関する数年のデータを、委託先事

業者に提供し、そのデータを活用して統計的分析を行い、傾向などに関するデータが得

られた場合などが想定される。 

 

データ提供

水揚者 魚種 水揚量

A組合員 サバ 10kg

A組合員 アジ 5kg

B組合員 アジ 15kg

B組合員 イワシ 5kg

C組合員 サバ 15kg

C組合員 金目鯛 5kg

魚種 水揚量

サバ 25kg

アジ 20kg

イワシ 5kg

金目鯛 5kg

提供データ
統計加工

派生データ

漁業協同組合 研究者
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データ利用契約では、このように提供したデータを基に、新たに生成されたデータに

ついては、「派生データ」9と呼ばれる。派生データについては、例えばデータ提供型契

約であっても、提供を受けた側のノウハウなどで加工して生み出されるものもあるた

め、元のデータ提供者に利用権限が付与とは限らない。データを提供した場合、これに

関連して得られたデータに関する権限はすべて、元のデータを提供した者に存在する、

と言われることがあるが、当然に決まっているわけではなく、逆に受領者側のノウハウ

から生成されたものであるので、原則加工を行った者のみに利用権限があるとされるわ

けでもない。 

またデータ自体が必ずしも著作権の対象ではないことから、著作権に関して取り決め

ただけでは、派生データの取扱いまですべて決まるわけではないことに留意する必要あ

る。 

派生データに関する利用権限は、派生データを生成する際の元々の契約（例えば業務

委託契約や開発協力契約、データの提供だけを目的とする契約）などの趣旨や、これら

の契約における各種条件（対価の大きさや、派生データの生成に対する当事者の貢献、

契約の目的など）を踏まえて決定される。 

 

2. データ利用関係における提供データの流れの整理 

 

本章の概要 

 本章ではデータ提供関係について整理する。 

 データ提供関係は、漁業者から漁協・産地市場に提供されるパターンや、漁協・

産地市場から委託契約などでデータが提供されるパターン、また民間事業者、研

究機関、行政機関などが提供先になる場合に、それぞれの独自利用目的でデータ

が提供されるパターンなどが挙げられる。それぞれのパターンに応じて、データ

提供における留意点がある。特に個人情報の取扱いについては、パターンなどに

よって留意点が異なる。 

 

水産分野におけるデータの利用ルールを検討するためには、水産分野において生じう

るデータの提供関係について整理し、各場面でどのような利用ルールが必要であるかを

整理する必要がある。 

漁業者からデータを提供される場面では、漁業者は個人事業主が多く、漁業者に紐づ

けられて提供されるデータは個人情報としての側面があるという点に着目した対応が求

められる。 

他方、漁業者のデータを漁業協同組合が取りまとめて提供することが多く、漁業協同

組合が情報提供者として位置づけられる場面が多いと想定される。 

                                                   
9 「派生データとは、データを加工、分析、編集、統合等することによって新たに生じたデータ」とされる（「AI・

データの利用に関する契約ガイドライ」P1 
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このようなことから、水産分野のデータの提供関係について整理し、各場面でどのよ

うな利用ルールが必要かを示す。 

 

 

 

 

 図 8 漁業者起点で見た水産分野におけるデータ提供の流れ 

 

表 8データ提供のパターンにおける概要等 

データ提供のパターン 概要 備考 

①漁協・産地市場へのデ

ータ提供・創出 

・漁業者から漁業協同組合等

へ行われるデータ提供 

・水揚げや操業に係る情報

（漁業において生じる情

報）に関するデータ提供。

組合における規約等に基づ

く。 

・漁業協同組合がデータの提

供を受ける際に、漁業者が

個人事業主である場合に

は、個人情報として取り扱

う必要も生じる。 

・漁業者自身も漁業協同組合の構

成員であることが多いが、組合

員以外が水揚げを行う場合も生

じる。 

・漁業者が持つデータを提供する

場合のほか、水揚げの計量結果

など、漁業者と組合等で共同し

てデータ作成を行うケースもあ

る。 

②委託のための提供 ・生産者等が、委託先の民間

事業者に対して行うデータ

・この場合には、漁業者の個人情

報の提供は第三者提供としては

漁業者（個人/法人）

漁業協同組合

産地市場

民間事業者

研究機関

行政機関

民間事業者

研究機関

行政機関

②委託のための提供

③提供先での独自
利用のための提供

データ利用者
（民間事業者、研究機
関、行政機関等）

④提供先での独自
利用のための提供
（再提供）

産地

第三者提供等 データ再提供

①漁協・産地市場への
データ提供・創出

⑤漁業者からの独自提供

共同

利

用 

データとりまとめ 
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データ提供のパターン 概要 備考 

等の提供。委託契約に基づ

いて行われる。 

扱われない。 

・委託業務において提供されたデ

ータや、派生データの利用権限

は、委託契約等において定めら

れる。 

③提供先での独自利用

のための提供 

・生産者等が、提供先での独

自利用を認めて行うデータ

等の提供。データ提供契約

等に基づいて行われる。 

・民間事業者との共同研究や、研

究機関等における利用、行政機

関等への報告などにより行われ

る。 

・漁業者の個人情報が含まれる場

合に、学術研究目的や法律上の

提供などにより、個情法上の本

人の同意を要しないケースもあ

る。 

④提供先での独自利用

のための提供（再提

供） 

・③により提供を受けたデー

タ利用者が、別の者が独自

利用するために行うデータ

提供。データ提供契約等に

基づいて行われる。 

・例えばデータベース利用者のた

めに行うデータの提供や、流通

段階等での提供などが想定され

る。 

・③におけるデータ提供に係る利

用ルールにおいて、提供範囲等

は定められる。 

⑤ 漁業者からの独自提

供 

・漁業者が、漁業協同組合

を経ないで直接行うデー

タ提供。データ提供契約

等により行われる。 

・漁業者が自らのデータを、漁業

協同組合を経ずに行うデータの

提供。 

・行政機関等への個別の提供や、

民間事業者、研究機関等への研

究協力などが想定される。 

・漁業協同組合と共同で生成した

データ等については、漁業協同

組合と調整の上での提供が必

要。 

 

 

3. 各場面におけるデータ提供関係の特徴と留意点 

 

本章の概要 
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 本章ではデータ提供関係特徴と留意点について整理する。 

 漁業者から漁協・産地市場に提供されるパターンでは、漁協・産地市場における

規約に基づくデータ提供関係や漁業者から漁協・産地市場への業務委託に基づく

契約などに基づくものがある。 

 漁協・産地市場から委託契約などでデータが提供されるパターンでは、受託事業

者が委託業務目的だけデータを利用するケースと、預かったデータを民間事業者

の独自目的で利用するケースが挙げられる。 

 研究機関、行政機関などが提供先になる場合に、それぞれの独自利用目的でデー

タが提供されるパターンでは、法令の要請に基づいて提供を受けるケースとそれ

以外での利用目的等によるケースなどがある。 

 民間事業者が提供先になる場合に、それぞれの独自利用目的でデータが提供され

るパターンでは、契約に基づいて提供を受けるケースが中心となる。 

 

 

 漁協・産地市場へのデータ提供・創出 

漁業者が漁協・産地市場へのデータ提供・創出する場面を図 9に示す。この場合、 

・漁協に加入する際において定められている規約 

・漁協や産地市場に対する業務委託契約 

のいずれかに基づいて行われる場合が想定される。このような場面でのデータ提供にお

ける留意点を表 9に示す。 

 

 

図 9 漁業者から漁協・産地市場へデータ提供する場合 

表 9 漁業者から漁協・産地市場へのデータ提供・創出する場合の取決めにおける留意点 

漁業者
（個人/法人）

漁業協同組合

データ利用者

産地市場

・ 漁業者が個人の場合には、
「個人情報」として提供する
ことがある。

個人情報の第三者提供
／漁協情報の提供

・ 漁業協同組合等が取得し
た第三者の範囲で提供可
能

・ データ利用者は、利用目的
の範囲で利用が可能

・ 漁業者から提供されたデータを
内部の業務目的等で利用

・ データ自体は漁業者との共同作
業で生成されることもある
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基になる契約 提供データ この提供関係での留意点 

漁協における規約 ・漁獲成績報告デー

タ 

・養殖等実施状況デ

ータ 

・規約に基づき、漁業者から提供されるデー

タについては、漁協における業務目的の範

囲で、収集・利用等がなされる 

・漁業者が組合員である場合でも、漁業者か

ら提供されるデータは、個々の漁業者の営

業秘密としての性格を有する場合があるほ

か、ケースによっては限定提供データとし

ての性格を有する。 

・漁協から第三者への提供は、原則として規

約に基づいて行われる。規約に明示されて

いない場合には、漁業者の同意に基づいて

行われる必要がある（外部の第三者に対す

る提供以外に、漁業内の他の組合員への開

示についても同様） 

・国等への報告など、行政機関等への提供

は、法律に基づく範囲で行われるほかは、

第三者への提供のルールに基づき行う。 

・漁業者が個人である場合、漁協が取り扱う

情報が個人情報となる場合がある。この場

合には、個情法による対応も併せて行うこ

とが求められる。 

委託業務契約 ・水揚げに関するデ

ータ 

・操業に関するデー

タ 

・集計等加工データ 

・想定される委託業務契約には、水揚げした

魚介類等の販売に関する委託業務や、決済

に関する業務などが想定される。例えば水

揚げなどのために計量なども含まれること

がある。 

・業務委託契約に基づき、漁業者から提供さ

れるデータについては、委託業務契約遂行

の目的に示す範囲で、収集・利用等がなさ

れる。漁協・産地市場と共同して創出した

データについても同様の取扱いを行う。 

・業務委託契約で取扱うデータについては、

漁業者の営業秘密に該当する場合がある。

従って、業務委託契約上の特に定めていな

い限り、営業秘密として取り扱うことが妥

当することが多い。 
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基になる契約 提供データ この提供関係での留意点 

・産地市場で取り扱われる漁業者の情報のう

ち、競りや入札で取り扱われるデータ（漁

獲者、魚種、数量等）は、入札等の参加者

等に対しては、開示されることがある。こ

の場合でも直ちに公開されているデータと

同様の扱いになるわけではなく、限定提供

データになる場合がある。したがって産地

市場等の参加におけるルールに照らした対

応をする必要がある。 

・業務委託契約により取り扱われるデータの

第三者提供は、原則として業務委託契約の

目的の範囲で行われる。第三者の範囲につ

いて明示的な記載がない場合には、原則と

して漁業者からの同意を得ることが求めら

れる。 

・漁業者が個人である場合、漁協・産地市場

が取り扱う情報が個人情報となる場合があ

る。この場合には、個情法による対応も併

せて行うことが求められる。 

 

 

【コラム】「限定提供データ」 

限定提供データとは、一定の範囲にある者に対しては共同利用を認めるものの、

その範囲外との関係ではアクセス制限されているデータを言う。例えば、データベ

ース事業者が会員にのみデータを提供するために蓄積したデータなどが挙げられ

る。あるいは「特定の共同プロジェクトの実施を目的に組織したコンソーシアムで

共同で利用しているデータについて、当該プロジェクト推進の目的で使用している

場合」10などが想定される。 

限定提供データは、不正競争防止法で認められた制度であるが、平成 30年に導

入された、比較的新しい制度である。限定提供データに該当するとされた場合に

は、不正な形でデータを入手した第三者に対して、差止請求を行うことができる。 

水産分野の場合には、例えば何らかの研究や開発の目的で、データを提供する漁

業者や漁業協同組合が、複数の研究者や開発ベンダなどとデータの利用関係を構築

                                                   
10 「限定提供データに関する指針」P33（経済産業省、平成 31 年 1 月 23 日） 
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する際に提供されるデータが考えられる。また産地市場において、登録された仲買

人や漁業者だけがアクセスできるデータベースなども、限定提供データの対象とな

りうる。 

限定提供データが認められるための要件としては 3つのものが挙げられている。 

・業として特定のものに提供すること（限定提供性） 

・電磁的方法により相当量蓄積されていること（相当蓄積性） 

・電磁的方法により管理されていること（電磁的管理性） 

「業として特定のものに提供すること」は、データ提供を反復継続して行う意思

で、一定の条件の下でデータ提供を受ける者に対してデータを提供することを指

す。「一定の条件の下で」とは、例えば会員になっている、コンソーシアムを構成

しているなどが含まれる。 

「電磁的方法により相当量蓄積されていること」は、電子データとして、価値を

有する程度に蓄積されていることを指す。「価値を有する程度に蓄積」は、データ

に対して、一定の労力・時間・費用等を投入して何らかの価値を生み出しうる程度

に蓄積している状態を示す。 

「電磁的方法により管理されていること」は、データの利用に対して電子的な方

法によるアクセス制限等が施され、そのことが第三者から一般的にかつ容易に認識

できるように管理されていることを指す。 

限定提供データとその他の制度との関係であるが、あるデータが営業秘密に該当

する場合や著作権の対象となる場合には、限定提供データにはならない（図 10）。 

 

図 10 営業秘密・限定提供データ、著作権の比較11 

 

 民間事業者への委託のための提供 

生産者等が、例えば情報処理や情報サービスの利用などのために、民間事業者に委託

する際にデータ提供する場合がある（図 11）。この場合の取決めにおいては業務委託契

約やサービス利用契約などに基づいて行われることになる。このような場面での留意点

を表 10に示す。 

                                                   
11 https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/data.html 「限定提供データ 創設の背景」から作成。 

営業秘密
（秘密）

秘密として管理される
非公知な情報

限定提供データ
（共同利用）

他社との共有を前提
に一定の条件下で利
用可能な情報

著作権
（公開）

創作性が求められる
情報

https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/data.html
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図 11 民間事業者への委託のためのデータ提供 

表 10 生産者等が行う委託のためにデータ提供する際の取決めにおける留意点 

基になる契約 提供データ この提供関係での留意点 

業務委託契約 

サービス利用契約 

・漁獲成績報告（デ

ータ化されたも

の） 

・養殖等実施状況

（データ化された

もの） 

・落札関連事務デー

タ（落札者、落札

価格、出荷者、出

荷者への総振込金

額等） 

・業務委託契約・サービス利用契約で取り扱

うデータについては、業務委託契約の目的

の範囲で取り扱われることになる。 

・取り扱われるデータは、基本的には委託元

における営業秘密に該当する（入札など開

示された情報についても、直ちに公開情報

にはならない）。 

・提供を受けたデータおよび、加工等によっ

て創出したデータの取扱いについて受託者

は、業務委託契約等に示されている範囲

で、利用することになる。受託者における

独自利用及び第三者提供についても、業務

委託契約等に示されている範囲での利用に

なる。業務委託契約等において明示されて

いない場合には、委託者と受託者の間での

解釈の相違が生じうることから、明示する

ことが望ましい。 

・漁業者が個人である場合、受託者において

も個人情報取扱事業者に該当する。但し、

受託者自体は、基本的には個情法上の第三

者提供先には該当しない。 

 

 提供先での独自利用のための提供 

 研究機関等への提供 

生産者等が、研究機関等に対して、研究協力を行うためにデータ提供する場合がある

（図 12）。この場合の取決めにおいては、研究参加同意書や研究協力書、共同研究実施

計画書などに基づいて行われることになる。この場面での留意点を表 11に示す。 



 

- 37 - 

 

 

図 12 研究機関等へのデータ提供 

表 11 研究機関等へデータ提供する際の取決めにおける留意点 

基になる契約等 提供データ この提供関係での留意点 

研究参加同意書 

研究協力契約 

共同研究実施計画

書 

条例等 

・研究対象によるが

以下例 

・漁獲成績の詳細

（GPS情報含

む） 

・海況情報（漁船の

機器から得られる

もの） 

・研究機関等に提供されるデータについて

は、研究協力契約や研究参加同意書等の目

的の範囲で取り扱われることになる。なお

地方公共団体によっては、データの利用に

関する内容を含む条例等を設けている場合

もあり、この場合には条例等への対応も求

められる。 

・取り扱われるデータは、基本的には生産者

等における営業秘密に該当する（入札など

開示された情報についても、直ちに公開情

報にはならない）。 

・個々の漁業者に関するデータは、個々の漁

業者の営業秘密に該当する場合があるた

め、研究参加者に複数の生産者等がいる場

合でも、他の漁業者や生産者等に対する開

示は、研究協力契約等に基づくか、漁業者

による同意に基づいて行う必要がある。 

・提供を受けたデータおよび、加工等によっ

て創出したデータの取扱いについて研究機

関等は、研究協力契約や研究参加同意書等

に示されている範囲で、利用することにな

る。 

・研究機関等における独自利用及び第三者提

供についても、研究協力契約等に示されて

いる範囲での利用になる。研究協力契約や

研究参加同意書等において明示されていな

い場合には、生産者等と研究機関等の間で

漁業者（個人/法人）
漁業協同組合
産地市場

データ利用者
※研究機関の場合研究目的での提供／それ

以外での漁協情報の提供

・個人情報保護法上の対応
が、学術研究目的による場合
には異なる。
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基になる契約等 提供データ この提供関係での留意点 

の解釈の相違が生じうることから、明示す

ることが望ましい。（論文等による外部公開

を含む） 

・漁業者が個人である場合、受託者において

も個人情報取扱事業者に該当するが、学術

研究目的の場合には、個情法第 76条にお

ける例外が該当する。 

 

 民間事業者への提供 

生産者等が、民間事業者に対して、民間事業者における製品やサービス開発への協力

するためや、生産者等が民間事業者と新たな商品やサービスを開発するためにデータ提

供する場合がある（図 13）。この場合の取決めにおいては、研究協力契約や業務協力契

約などに基づいて行われることになる。このような場面での留意点を表 12に示す。 

 

 

図 13 民間事業者への提供 

表 12 民間事業者に対するデータ提供の際の取決めにおける留意点 

基になる契約 提供データ この提供関係での留意点 

・研究協力契約 

・業務協力契約 

・業務内容によるが

以下例 

【ベンダの製品・サ

ービス開発の場

合】 

・漁獲成績の詳細

（GPS情報含

む） 

・民間事業者に提供されるデータについて

は、研究協力契約や業務協力等の目的の範

囲で取り扱われることになる。 

・取り扱われるデータは、基本的には生産者

等における営業秘密に該当する（入札など

開示された情報についても、直ちに公開情

報にはならない）。 

・個々の漁業者に関するデータは、個々の漁

業者の営業秘密に該当する場合があるた

め、業務協力等を行う複数の生産者等がい

データ利用者
（民間事業者）

漁業者（個人/法人）
漁業協同組合
産地市場

契約に基づく提供

・データ提供契約や、データ提
供を達成する目的（開発支
援など）となる契約に基づいて
おこなわれるのが通常



 

- 39 - 

 

基になる契約 提供データ この提供関係での留意点 

・海況情報（漁船の

機器から得られる

もの） 

【生産者等と共同で

行う業務協力の場

合】 

・落札関連事務デー

タ 

・漁獲関連データ 

 

る場合でも、他の漁業者や生産者等に対す

る開示は業務協力契約等に基づくか、漁業

者による同意に基づいて行う必要がある。 

・提供を受けたデータおよび、加工等によっ

て創出したデータの取扱いについて業務協

力契約に示されている範囲で、利用するこ

とになる。 

・民間事業者における独自利用及び第三者提

供についても、業務協力契約等に示されて

いる範囲での利用になる。業務協力契約等

において明示されていない場合には、生産

者等と研究機関等の間での解釈の相違が生

じうることから、明示することが望まし

い。（特に民間事業者との場合には、商用利

用の可否、営業対象地域の確認、商標等、

関連する知的財産の利用関係等とも併せて

確認する必要がある） 

・漁業者等が個人である場合、提供を受ける

民間事業者においても個人情報取扱事業者

に該当する。また漁業協同組合・産地市場

から提供を受ける場合には、提供を受ける

民間事業者は個情法の第三者に該当するた

め、必要な措置を講じることが求められ

る。 

 

  行政機関等への提供 

生産者等が、行政機関に対して、法令等に基づく報告や、その他の目的でデータ提供

する場合がある。この場合の基本的には法令等に基づいて行われることになるが、法令

に基づく事務以外でも、提供同意などに基づいてデータ提供が行われる場合がある。こ

のような場面での留意点を表 13に示す。 
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図 14 行政機関に対するデータ提供 

表 13 行政機関に対するデータ提供における留意点 

基になる契約 提供データ この提供関係での留意点 

法令・条例 

 

 

・漁獲成績（漁業者、

魚種、漁法、漁獲

量、地域、日時） 

・行政機関等に提供されるデータについて

は、法令や条例の目的の範囲で取り扱われ

ることになる。 

・取り扱われるデータは、生産者等における

営業秘密に該当するものも含まれる（入札

など開示された情報についても、直ちに公

開情報にはならない）。また提供先である行

政機関においても、公務員の守秘義務の対

象として取り扱われる。 

提供同意書 ・漁獲状況に関するデ

ータ 

・海況データ等 

・法令等に基づかないで、生産者等から提供

されるデータについては、基本的には民間

事業者等に提供される場合と同様に取り扱

われる。 

 

 提供先での独自利用のための提供（再提供） 

（3）で示した研究機関等、民間事業者、行政機関等から、さらに別の主体に対し

て、その提供先での独自利用のためにデータが提供されることがある（再提供）。 

この場合、生産者等と再提供先である第三者との間では直接の契約関係は存在せず、

提供元と再提供先との間で、データの提供に関する取決めがなされる。この取決めの内

容は、基本的には（3）で示した生産者等と提供先との間での取決め内容に準じた内容

であることが求められる。そのため、提供元と再提供先との取決めにおける留意点につ

いては、（3）で示した内容となる（再提供先を（3）で示した者に応じて読み替える）。 

なお再提供については、漁業者から見るとデータの再々提供に該当することから、個

人情報保護法上の対応については、第三者提供に関する同意の取得に際しては、この点

に留意して対応することが求められる。 

 

漁業者（個人/法人）
漁業協同組合
産地市場

データ利用者
※行政機関の場合法律の要請に基づく提供／そ

れ以外での漁協情報の提供

・法律の要請に基づくものか、
それ以外かで対応が異なる
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 漁業者からの独自提供 

漁業者から、（3）で示した研究機関等、民間事業者、行政機関等に対して、直接デー

タが提供されることがある。 

この場合の取決めの留意点は、（3）で示した研究機関等、民間事業者、行政機関等に

対する留意点が該当する。 

但し、漁業者が漁協・産地市場にデータ提供する際に、データの取扱いについて独占

的な利用等を認めている場合には、漁業者から漁協・産地市場以外に、直接データを提

供すること自体が、漁業や産地市場との取決めに反する可能性があるため、留意する必

要がある。  
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第3. 水産分野におけるデータの取扱いに関する特徴 

 

1. 水産分野におけるデータの特徴 

水産分野において生成・活用されるデータについては、以下のような特徴を有してい

る。 

 

本章の概要 

 本章では水産分野におけるデータ利用のあり方について整理する。具体的には以

下のものが挙げられる。 

 漁業における事実上の利害関係を踏まえた利用ルールのあり方については、契約

による保護の重要性を示すとともに、営業秘密としての保護の可能性についても

示す。 

 多様な漁業形態を踏まえた利用ルールのあり方については、漁業における利用ル

ールと養殖における利用ルールについて示す。 

 個人情報となりうる可能性のある情報を加味した利用ルールのあり方では、個人

情報保護法上の対応について示したうえで、個人事業主における営業情報と個人

情報の関係なども示す。 

 漁業協同組合等の関与を想定した利用ルールのあり方では、データの提供に関す

る漁業者と漁業協同組合との関係について示す。 

 政策的な観点を踏まえた利用ルールのあり方では、特にデータ生成やその成果に

関して公的資金等を投入した場合の、政策的な観点でのデータ利用の範囲のあり

方について示す。 

 

 漁業に係るノウハウの多くが法律上権利化されていない 

操業時間や漁場位置や使用漁具等、漁業を行う上での情報については、法律上権利化

されておらず、事実上の利益でしかないため、一旦流出してしまうと、権利の保護が期

待できないことから、事実上の利益を確保するためには、情報が秘匿されることがあ

る。 

一方で、知的財産の観点から見た場合には、データは権利として保護することが難し

い場合が多く、営業秘密としての保護が必要となるものの、漁業の場合、大半は公有水

面で行われることから、第三者によるデータ取得を排除することが難しいなどから、営

業秘密として保護できない場合もある。 

このように、漁業、特に自由漁業における情報は、開示することにより、情報提供者

の利益が損なわれるおそれがあるため、データが流通しにくいという性格を有してい

る。 
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図 15 漁業者が取得するデータと第三者によるデータ取得 

 

 漁業者の多くが個人であるため、活用されるデータの内容や状況によっては、個

人情報や個人事業主としてのデータとして取り扱う場合がある。 

水産分野の情報を提供する漁業者には、個人事業主が多いことから、操業情報や水揚

情報も漁業者個人と紐づいて提供されることがある。そのため、個人事業主である漁業

者から提供される情報は、活用されるデータの内容や状況によっては、個人情報となる

場合がある。 

データ提供に係る利用ルール一般でも、提供データに個人情報が含まれることは想定

されており、個人が特定される場合には、個人情報保護法等に則った対応を講じるべき

旨が各種ガイドラインにおいても示されている。水産分野の場合には、その傾向が高い

上、漁獲に係る情報（例えば操業地点や操業時間）は事業主個人に結び付けた経済的な

ノウハウに関わるものも多いことから、データ提供関係の取扱いにおいては、これらの

状況を踏まえた対応が求められる。 

一方、個人事業主のデータは事業主として取り扱う必要が生じる。事業主のデータに

ついては、取引などにおいて提供が求められるものであり、商慣習の範囲で第三者への

提供が求められることもある。これらは、営業秘密などの形で、保護されることが多

い。 

個人事業主のデータの保護については、これらの二面性の観点から、検討される必要

がある。 

 

魚群情報（海域情報）

水揚情報（活動情報）

各種センサー情報（海水情報）

所在地情報（緯度経度情報
（活動情報））

5℃

別の第三者によるデータ取得

・海域情報については、異なる
機器等を利用して行う場合に
は問題はない
・活動データを取得する場合に
は、基本的には同意が必要
（プライバシーなど）。但し個
人を特定しないデータ（漁船
が操業している、ということだ
けの事実）については必ずし
も該当しない

取得された海域データなどについ
て、削除要求等はできないことが
ある
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 漁業協同組合を経由してデータ提供がなされるケースが多い 

水産分野のデータ提供関係において、漁業協同組合は重要な位置づけを果たしてい

る。漁業協同組合は組合員のために事業を行っており、組合員たる漁業者が提供する

情報の取りまとめを行ったり、必要に応じて外部への提供等を行ったりすることもあ

りうる。また産地市場を経営している場合には、産地市場における取引等に係る情報

の管理等を一元的に行っていることもある 

一方、スマート水産業においては、データを活用して漁業者自身が創意工夫を行う

ことなどが想定されており、この場合、漁業者は、必ずしも漁業協同組合を経由しな

いで、データの提供を行うこともある。 

そのため、データ提供に係るガイドライン策定においては、漁業者と漁業協同組合

の関係を念頭に、漁業協同組合経由で行う利用関係や、漁業者自らが行うデータの利

用関係のそれぞれに即応した検討が求められる。 

 

 信頼関係に基づく当事者間に限った利用関係が多い 

従来、漁業者から漁業協同組合へ提供されたデータや、試験研究のために提供され

たデータなどは、比較的クローズドな範囲での利用関係が多かったと考えられる。提

供の前提として、提供者と利用者の間で一定の信頼関係が存在することから、提供者

が想定していない利用や流出といった事態は生じにくい。そのため、詳細な利用関係

や権限等の取決め等もなされてこなかったところである。 

一方で、今後推進していくスマート水産業においては、幅広いデータ利用者を想定

し、これらの創意工夫を通じて、漁業者や関係者においてメリットが生じるような製

品やサービスが開発されることが期待されている。そのため一定の範囲で、オープン

なデータ利用が求められている。 

従来のクローズドな利用関係において保護された当事者間の利益や信頼が、オープ

ンな利用により損なわれるおそれがあれば、データの提供自体が滞ることも懸念され

る。そのため、本ガイドラインでの検討においても、この観点から検討が求められ

る。 

 

 水産政策上用いられるデータ提供の要請が大きい 

漁獲データについては、資源評価を行うための基礎となるものであり、資源情報を

適切に把握することにより、適切な漁業政策を実現することが可能となる。 

改正漁業法において、新たな資源管理のために科学的な調査や評価を行うことが位

置付けられるとともに、知事許可漁業と漁業権漁業についても、漁獲実績の報告が義

務化されるなど、水産分野のデータについては、漁業政策上の利用のニーズも高くな

っている。 

政策上、データを利用する場合には、法律に基づいてデータを収集する場合と、法

律に基づかないでデータを収集することが想定される。前者は、法律に基づいて行わ

れるため、法律で示された目的や対象情報等の範囲であれば、データの提供者との関
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係で、特段の事務的な対応は要しない。しかし、後者の場合には、データ提供者との

間では、データ提供に関する同意を得る必要が生じる可能性がある。 

本ガイドラインにおいては政策上の要請に基づいてデータを利用する際に、データ

収集の態様に応じた、手続関係を考慮した利用ルールのあり方を含んだものとする。 

 

2. 水産分野におけるデータ利用関係のルールの方針 

水産分野で取り扱うデータの特徴等を踏まえて、本ガイドラインにおけるデータ利

用関係のルールの方針を示す。 

 

 水産分野におけるデータの特徴を踏まえた利用ルール 

水産分野におけるデータの特徴を踏まえ、以下のような観点からデータの利用関係に

ついて示す。 

 漁業における事実上の利害関係を踏まえた利用ルールのあり方 

漁業の場合には、秘密保護等の観点から見ると、法制度に基づいて知的財産の保護

を図ることが難しいケースが多い。 

他方、漁場や養殖に係るデータが流出することにより、良好な漁場に関する情報や

養殖技術に関する情報がオープンになってしまうと、結果として大きな経済的な損失

を被ることが懸念される。 

このような観点から、漁業における事実上の利害関係に着目して、利用ルールのあり方を示

す。 

 

 契約等による保護 

海面漁業の場合には、操業している海域の周辺への第三者の立ち入りを禁止するこ

とは難しい。そのため、漁場等の情報を知的財産で保護することは、秘密管理性の観

点から難しい。このこと自体は、スマート水産業が実現する中でも変わらない。悪質

な第三者に対しては、従来通り、不法行為（民法第 709条）などにより対応すること

が求められる。 

スマート水産業において懸念されるのは、漁場等の情報を直接提供する場面であっ

ても、その流出が懸念されることで、生産者等から提供されず、生産者等のデータの

高度な活用ができず、結果として漁業全体に活かされないことである。 

そこで、生産者等から直接提供される場面においては、漁場の情報等、直接営業秘

密により保護されないものであっても、提供先に対して営業秘密と同様に取り扱うこ

とを契約において示すことが重要である。 

例えば、データの提供者が「秘密」として指定したデータ等に関しては、当事者間

の守秘義務の対象とする、第三者への提供は当事者の合意に基づくものとする、管理

方法は営業秘密に準じた方策を講じる等を内容として、当事者間での契約において保

護することが必要である。 
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なお、契約で取決めた内容は当事者のみであり、直ちに第三者には契約の効果は及

ばない。そのため、第三者にさらにデータが提供された場合には、別途、第三者に提

供した者と第三者の間で、提供データを秘密として管理する旨の契約を結ぶ必要があ

る。 

そこで、提供するデータを契約で秘密として取り扱うだけでなく、提供するデータ

自体を加工するなどにより、流出した場合のリスクに備えることも想定される。そこ

で提供先との関係で、提供内容となるデータの内容を定めることも重要である。 

さらに、このような当事者間での契約による保護のうち、共通的に求められる内容

を、生産者等が行う契約全体で共通となるように普及させることにより、結果として

生産者等から直接提供されるデータに係る契約においては、すべて同様の保護を内容

を含むものとなる。その結果、営業秘密のような権利性のある保護の対象であるか否

かを問わず、生産者等全体で、同様の保護が享受できることになる。 

 

 営業秘密としての保護 

法律上の保護という観点で見ると、営業秘密として保護できるものであれば、営業

秘密として保護できるようにすることが望ましい。営業秘密には 

・ 秘密管理性 秘密として管理されていること 

・ 有用性12   有用な技術上又は営業上の情報であること 

・ 非公知性  公然と知られていないこと 

の 3要件を満たすことが必要とされている13が、特に水産の生産の場においては「秘

密管理性」を満たすことが、難しいことが多い。これは漁業が公有海面を利用するも

のであり、その立ち入りは禁止されていないことが多く、外部からの観察されること

で秘密として管理しにくい、という性格に根差すものである。 

但し養殖などの場合には、海面自体への直接的な立ち入り禁止が難しい場合でも、

周辺の施設や区域への立ち入りを禁止し、外部からの観察を制限することで秘密管理

性を確保することなどが想定される。 

生産者等が、例えばシステム上で、セキュリティ措置を講じたうえで管理している

データを、外部の者に提供する場合には、内容によっては営業秘密により保護される

ため、事務所内で管理するデータ等については、営業秘密の要件を満たすように管理

するのが望ましい。但し上述のように水産分野でのデータについては、営業秘密に該

当しない場合もあることから、原則としてはデータ提供に際しては、契約を締結し

て、データ提供者の利益を保護することが重要である。 

 

                                                   
12 漁業者が「ノウハウ」とするものには、有用性を欠くとされるものも含まれる。例えば伝承等のレベルで、再現

性などが担保できないような情報は、必ずしも有用な技術情報とは言えないケースがあり、有用性を欠くとされ

る場合も想定される。 
13 例えば、勘や経験などに基づくものの、それが明文化等により形式知化されていないもの（暗黙知）について

は、保護の対象が明確にできない場合には、営業秘密の対象としては保護しえないことがある（農業分野におけ

る AI/契約ガイドライン P45） 
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 多様な漁業形態を踏まえた利用ルールのあり方 

 漁業における利用ルール 

海面漁業の場合には、データの収集・創出という観点から見ると、操業自体は一般的

な事業活動との間に大きな違いは見られない。例えば操業中に船等から得られるデータ

は、工場などでの機器から得られるデータと同様であり、また環境に関するデータ（温

度、湿度、水温等）及びその計測（センサーからの計測等）についても、一般的な事業

活動において収集するものと同様であると考えられる。このような観点から、海面漁業

においては、経済産業省ガイドラインを参照することにより、データの利用関係等を整

理することができると考えられる。 

なお漁法等のデータ項目は、漁獲区域等と組み合わせることにより、操業者を容易に

特定しやすい場合がある。そのため提供時の取扱い（例えば特定しにくくするよう加工

してから提供する）、提供先での取り扱い（他の情報との突合等による識別を制限す

る）について、この点を踏まえた取決めを行うことに留意する必要がある 

 

 養殖業における利用ルール 

養殖業については、公有海面を利用しているという点以外は、概ね農業におけるビジ

ネスモデルと同様である。従って、基本的には農業分野におけるガイドラインを参照す

ることにより、データの利用関係やノウハウの利用関係のルールを、データ提供を行う

生産者等と相手方で行うことができると考えられる。 

 

 個人情報となりうる可能性のある情報を加味した利用ルールのあり方 

 個人情報保護法上の対応 

生産者等が提供するデータに個人情報が含まれている場合には、データ提供契約と併

せて、個人情報保護法上の対応として、個人情報の主体である者から、各種同意を取得

することが求められる。 

例えば漁業者が漁業協同組合に対して個人データ提供を行う場合、 

・個人情報の利用目的に関する同意（個人情報保護法第 19条） 

が必要であるほか、漁業協同組合が第三者に個人データの提供を行う場合には、 

・第三者提供に関する同意（個人情報保護法第 23条） 

を取得することが求められる。（図 16①部分） 

これらの同意は、漁業者が漁業協同組合に対して、例えば業務委託を行う際に取り交

すデータ提供契約とは別に、行う必要がある（実際の書面は同一の書面で行うことは可

能）。 

また第三者提供の同意に関しては、第三者の定義は、個人情報の主体を基準に考える

ことになる。例えば漁業協同組合が、データの利用者にデータ提供を行うために契約を

行う場合には、漁業協同組合と提供先はデータ提供契約の当事者であるが、個人情報に

関しては、漁業者から見てデータ提供先は第三者に該当するため、漁業協同組合は、漁

業者から第三者提供の同意を取得する必要がある。（図 16 ②部分） 
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さらに提供先から別の者にデータを提供する場合には、漁業協同組合は再提供も視野

に入れた同意を漁業者から取得することが求められる。（図 16 ③部分） 

このように個人データの提供を行う場合には、データそれ自体を提供するための契約

のほか、個人情報の同意という 2つの観点での手続きを行う必要が生じる。 

 

 

図 16 漁業者の個人情報を提供する場合の手続関係 

 個人事業主における営業情報と個人情報 

漁業者の多くは、個人事業主であり、他の分野に比べて、漁業者情報は個人情報とな

るものが多いと考えられる。一方で、個人事業主の場合でも事業に関する情報について

は、営業秘密として保護できるものも含まれている。 

 

 

図 17 個人情報と営業秘密の関係 

漁業者
（個人/法人）

漁業協同組合 データ利用者

法律関係の場面 漁業者 漁業協同組合 データ利用者 データ利用者

個人情報提供
関係（漁業者
が個人の場
合）

位置づけ データ提供元（漁業者基
準）

データ受領者（漁業者基準） 第三者（漁業者基準） 第三者（漁業者基
準）

必要書類等
※

なし（同意等） 個人情報取得・利用同意書
第三者提供の同意（利用同意書に含める）

再提供する場合には、当
初の同意書に含める

ー

法令上の義務 ー 利用目的の同意（19条）
第三者提供の同意（32条）

取得情報の管理義務 取得情報の管理義務

漁協保有デー
タの提供関係

位置づけ ー 提供元（漁業協同組合基準） データ受領者（漁協基
準）

第三者（漁協基
準）

必要書類 ー データ提供契約（但し漁業者の事前同意の範
囲が原則）

データ提供契約 データ提供契約

漁業者が個人の場合には、
「個人情報」として提供すること

がある。

個人情報の第三者提供
／漁協情報の提供

・漁業協同組合が取得した第
三者の範囲で提供可能
・データ利用者は、利用目的
の範囲で利用が可能

データの再提
供による
利用者個人情報の第三者提供

／漁協情報の再提供

①
②

③

個人情報 営業秘密

個人情報に該当しない
営業秘密
例：法人の売上データ

個人情報に該当する営業秘密
例：個人事業主の帳簿データ

営業秘密に該当しない個人情報
例：SNSに掲載した顔データ
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事業に関する情報の保護という点で見ると、個人事業主と法人との間で差を設けるの

は必ずしも妥当ではなく、本来的には個人事業主の事業に関するデータの保護も法人の

場合と同様に営業秘密という観点で、保護することが望ましい。 

そこで、個人事業主である漁業者からデータ提供を行う際の契約内容の判断として、

個人情報であることの有無に基づくよりも、本来は営業秘密に該当するか否かの判断で

行うことのほうが望ましい。営業秘密に該当するようなデータであれば、不正競争防止

法上の保護を受けることもできる（ただし漁業者の情報がすべて営業秘密に該当すると

は限らない）。 

このような視点で契約内容を定めていくことで、法人の場合同様の保護が可能とな

る。 

 

 漁業協同組合等の関与を想定した利用ルールのあり方 

生産の場面でデータ生成する場合、基本は漁業者によるものであるが、漁業者が提供

するデータについては、必ずしも漁業者が提供主体になるとは限らない。例えば漁業者

と漁業協同組合の間で、各種データのとりまとめや報告様式への整理などについて、委

託契約が結ばれ、漁業者の漁獲や養殖に関する情報のデータ化は、漁業協同組合が行う

ケースがみられる。 

また漁業者が産地市場に水揚げする場合、産地市場において計量される水産物のデー

タや、競り等により売買された結果に関するデータは、産地市場によっても生成される

ものと整理できる。この場合、産地市場を漁業協同組合が運営している場合には、漁業

協同組合の関与が大きいことになる。 

従って生産者等によるデータ提供という点で見ると、漁業協同組合が関与するケース

が多く、またデータ自体の生成を担っているケースも多い。 

そのため、漁業協同組合が漁業者のデータ提供を行っている場合、漁業者自身が行う

データ提供との関係を整理する必要がある。既に述べたように、データそれ自体には権

利として保護されないことから、データの提供は契約に基づいて行われることが重要で

ある。このデータ提供を行う際に、漁業協同組合がデータの独占的な利用権限に関する

取決めをしている場合は、漁業者は自分自身でデータを別の者に対して提供をすること

が難しくなることになる。 

 

 政策的な観点を踏まえた利用ルールのあり方 

水産物のデータの中には、例えば産地市場における水産物の売上に関するデータや、

漁業者が操業において用いた漁船の燃料に関するデータなど、通常の民間事業者の活動

に伴うデータが主となるが、一方で漁場に関するデータや特定海域における漁獲量に関

するデータ等、わが国の資源評価においても必要なデータも含まれる。 

また養殖業の生産性を向上させるために政策的に資金を投入することにより得られた

創意工夫に関する情報なども含まれる。 



 

- 50 - 

 

このような資源評価に関するデータや政策的に資金を投入して得られた情報などにつ

いては、わが国の漁業の競争力の向上や資源評価に基づく政策を遂行する上で、重要な

内容となるため、生産者等が保有するものとはいえ、その提供等に関しては、政策的な

配慮を行うことが求められる。 

特にデータの場合には、権利性がないことから、データの利用権限等を有する者の一

部から流出すると、回復不能な状況になりやすい。 

政策的な資金投入して得られた情報（データ、ノウハウ等）については、資金を投入

した機関等との間で外部提供の範囲について、あらかじめ取決めておき、資金投入した

趣旨等に反しないような取り扱いを行う、などが想定される。 

このようなルールを定めることにより、スマート水産業の目的である我が国や特定の

地域における漁業の競争力向上やサスティナブルな漁業の実現等の政策に反しないデー

タの活用を行うことが期待される。 

 

 他のガイドラインを踏まえた水産分野における利用関係に関するルール 

他のガイドラインを踏まえた、水産分野でのデータ利用ルールの内容を示す。 

 

 経済産業省ガイドラインを踏まえてルール検討をする水産分野における利用関係 

経済産業省ガイドラインにおいては、データの利用関係やその対象となるデータに

ついて、特定の分野を想定せずに、当事者間で定めるべきルールのあり方等を示して

いる。 

水産分野の場合には、例えば、民間事業者間でデータ提供関係に立つ場合には、取

り扱うデータが水産分野データの場合であっても、漁業関係者特有の利害がないよう

なケースでは、原則として一般的なルールに基づいて利用関係に関する取決めを行う

ことになる。 

また民間事業者が、保有する気象データ等を漁業関係者に提供するような場合に

は、提供後に水産分野のデータとなりうるものの、提供前は水産分野のデータではな

いことから、原則として、一般的なルールに基づいて、取決めが行われることにな

る。 

このように水産分野におけるデータ利用関係であっても、一般的なガイドラインに

基づいて、当事者間の取決めを行うべきケースがあることから、このような場面を整

理した上で、その場合に一般的に適用される契約条項等を示す。 

 

 農業分野ガイドラインを踏まえてルール検討をする水産分野における利用関係 

農業分野ガイドラインは、主に農業関係者の利害関係の特徴を踏まえて、当事者間

の利用ルールのあり方について示すものである。水産分野のデータ利用関係において

も、これと同様の内容として捉えられる部分については、農業分野ガイドラインに基

づいた取決めを行うことが妥当である。 
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例えば農作物の生産に係る創意工夫などについては、水産分野においても養殖業等

での漁業関係者の創意工夫と同様に保護すべきケースが想定される。そこでこのよう

な創意工夫の保護や、これを成育するための必要なデータの利用関係（AIの開発等を

含む）の取決めにおいては、農業分野ガイドラインに示されるルールのあり方等を踏

まえて、検討することが想定される。 

このように、農業分野ガイドラインが想定する関係者保護の観点からの利用ルール

について、水産分野で適用されるケースを整理した上で、農業分野ガイドラインと同

様の内容が適用される契約条項等を示す。 
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第4. データ利活用に関するモデル契約書におけるポイント 

1. モデル契約書の提示方針 

 

本章の概要 

 本章ではモデル契約のポイントを示す。 

 農業分野における AI・データ契約ガイドラインをベースに、その適合可能な範

囲を示しつつ、今回、水産分野での特徴として特に変更が必要であると考えられ

る。 

 また農業分野における AI・データ契約ガイドライン同様、タームシートの重要

性についても示す。 

 

 モデル契約書のポイントの提示方針 

本項では、モデル契約書の提示を行う。 

モデル契約書の提示については、以下の方針で行う。 

・本モデル契約書は、水産分野の生産者等が提供するデータの利活用に関する契約を

想定する。 

・水産分野の生産者等が提供するデータの利活用に関する契約については、基本的に

は農業分野における AI・データ契約ガイドライン（データ利活用編）におけるデー

タ提供型またはデータ創出型の契約のひな型が該当すると考えられる。そこで水産

分野における違いなどを踏まえた個所のみ解説において提示する（別冊に参考まで

にモデル契約書案のひな型を掲載）。 

・第三者提供については、水産分野の生産者等からの提供先、または水産分野の生産

者等からの提供先と第三者の間でのデータ等の提供契約になる。そこで基本的には

農業分野における AI・データ契約ガイドライン（データ利活用編）におけるデータ

提供型またはデータ創出型契約のひな型が該当すると考えられる。ただし水産分野

に関連する派生データにおける特殊性を鑑みて、農業分野における AI・データ契約

ガイドラインの提供における留意点を示すこととする。 

 

 タームシートの添付 

契約書においては、契約内容の概要が一覧で把握できるよう、タームシートをつけ

ることが望ましい。タームシートの例を表 15に示す。 

タームシートは、契約の目的や契約概要、当事者間で提供したデータやノウハウの

概要やその利用期間、成果として得られた知的財産とその帰属や利用関係、秘密保持

に関する内容などを一覧できるように示すものである。表 15は研究開発を目的とする

ものの例であるが、一般的なデータ等の提供やサービス提供においても、同様の項目

を設けることで対応することが想定される。 



 

- 53 - 

 

これにより水産分野の生産者等において、提供したデータや成果物についての法律

関係等を容易に把握することができ、事後の紛争の発生を未然に防ぐことが期待され

る。（巻末 データ提供契約におけるタームのシートの例を参照） 

 

2. 生産者等が提供するデータの利活用場面におけるモデル契約 

 生産者等が締結するデータ提供に係る契約 

 生産者等が締結するデータ提供に係る契約の概要 

水産分野の生産者等が提供するデータの利活用場面では、農業分野における AI・デ

ータ契約ガイドライン（データ利活用編）の「データ提供型契約」、あるいは「デー

タ創出型契約」における状況と共通することから、この契約の内容が該当する。水産

分野の生産者等が保有するデータを提供して、データの利活用を行うケースは、「デ

ータ提供型契約」が該当し、水産分野の生産者等が提供先と協働してデータの創出

（例えば水産分野の生産者等の養殖海域に、ICT サービス事業者がセンサーなどを設

置して、データ収集等を行い、研究開発や情報サービスを行うようなケース）を行う

ケースは、「データ創出型契約」が該当する。 

データの利活用に際しては、農業分野における AI・データ契約ガイドラインの関係

で、以下の点を考慮する必要がある。 

・水産分野のデータの利活用においては、水産分野の生産者等からのデータ提供につ

いては特殊性がある（農業分野における AI・データ契約ガイドライン第３章参

照）。 

 生産者等が締結するデータの利活用目的に応じたデータ提供に係る契約の契約条項 

水産分野の生産者等からの一般的なデータ提供に係る契約に関しては、水産分野の

特殊性などに鑑みた対応が求められる。そこで、上述の農業分野における AI・データ

契約ガイドラインにおいて示されている契約条項等に対して、これらの観点からの考

慮を行う必要がある。 

本項では農業分野における AI・データ契約ガイドラインにおいて示した条項から、

データの利活用目的で提供する際に変更が求められる点について解説する。なお、本

項で示した変更点を含むデータの利活用目的でのデータ提供に係る契約書のひな型に

ついては、巻末に掲載する。 
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 データ提供型契約の形態で、水産分野の生産者等がデータ・ノウハウを提供する際

の契約条項 

(a) 定義規定（農業分野における AI・データ契約ガイドライン（データ利活用編） デ

ータ提供型契約書案第 1条関係14） 

【提供データ】 

第１条（定義） 

本契約において、次に掲げる語は次の定義による。 

① 「提供データ等」とは、本契約に基づき、データ提供者がデータ受領者に

対して提供するデータ提供者が利用権限を有する情報（ノウハウほか）、デ

ータおよび／または画像であって、別紙に詳細に定めるものをいう。 
 

 

【目的】 

農業分野における AI・データ契約ガイドライン（データ利活用編）のモデル契

約書案第 1条第 3項では、「本目的」として、データ提供型契約において、デー

タ受領者が受領データを利用する目的が定められている。 

データの利活用を目的とする場合に水産分野の生産者等が提供するデータに

は、潜在的に水産分野の生産者等のノウハウなどが含まれていることもあるた

め、受領者側の利用目的を明確にすることは重要である15。また、成果であるＡ

Ｉや派生データの活用の活性化を予定している場合には、それらの内容について

も目的において記述するとともに、利用条件などの部分で、利用と保護のバラン

スをとった内容とすることが求められる。 

「本目的」の内容は、このような観点を考慮して、定められている。 

なお、データの利活用の場合には、例えば単に「ＡＩ研究開発」とするだけで

は必ずしも十分ではなく、具体的にどのようなデータの利活用の目的であるのか

まで示さないと、提供後のデータに対する水産分野の生産者等のコントロールが

失われるケースがあることに留意する必要がある。 

 

(b) 提供データ等の利用許諾または譲渡（提供型モデル契約書案第 3条関係） 

データの利活用目的でデータ提供する場合には、例えば提供データから一定の法則

性を抽出して、ＡＩに反映することが目的とされる場合がある。そのため、データの

利活用の対象によっては、水産分野の生産者が有するノウハウを形式知の形にするケ

ースもあるため、水産分野の生産者等が不測の損害を被らないよう、データの提供に

                                                   
14 以下、１）では「提供型モデル契約書案」という。 
15 農業分野における AI・データ契約ガイドライン（データ利活用編）では、水産分野の生産者等がデータの提供に際して、不

測のノウハウの流出に対する不安があるとし、「不安を取り除く第一歩として、かかる栽培ノウハウまたはそのノウハウを構成

するデータや画像が、意図していない目的に使われないことを契約で明確に約束させることは非常に重要である」とする。そ

のうえで、水産分野の生産者等にとって予測し易い平易な文言で、目的の特定をし、契約書に記載することが望ましい」とさ

れる（P16）。 
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当たっては、利用目的やデータ受領者が生成した成果の開示・提供先について合意を

得ることが重要である。 

なお提供対象となるデータ等については、提供者において利用許諾や譲渡に関する

正当な権限を有することが前提となる。例えば複数の漁業者等により共同で管理され

ているデータ等や、漁業者と漁業協同組合が共同で管理しているデータ等について

は、一部の構成員等がデータ提供を行う場合には、その者に代理権・代表権などがあ

ることが前提となる。データ受領者は、この点について必要な確認をとることが求め

られる。 

また、合意された目的以外にも、例えば災害発生時等の人の生命、身体又は財産の

保護のために国の機関又は地方公共団体から協力要請があった時は、必要な範囲でデ

ータを開示・提供する等の対応が求められる場合があることにも留意する。 

 

【提供データの利用目的】 

農業分野における AI・データ契約ガイドライン（データ利活用編）モデル契約

書の第３条第１項では、提供データについて、第 1条で示した「本目的」の範囲

での利用について定めており、それ以外の目的での利用を禁ずる内容となってい

る。データの利活用においても同様の規定が求められる。 

データの利活用を目的に関して、目的外利用とされる例としては、 

・提供目的での利用後に、データ受領者内部での全く別のデータの利活用を行う 

・目的に示される利用範囲を超えてデータを使用する 

などが想定される。 

データ受領者側の利用目的が明確になっていないと、提供したデータに対する

水産分野の生産者等のコントロールが失われることになり、データ受領者側の解

釈により、データやノウハウの利用がなされる可能性があるほか、別の第三者に

対してデータやノウハウを提供する場合の支障となる可能性が生じうる（特にデ

ータ提供先と競業避止に関する取決めを行った場合）。このような事態を避ける

観点からも、データの利用目的を明確にすることは重要である。 

 

【公的資金等による研究開発の場合の開示、提供先の制限】 

データの利活用が、国や地方公共団体などの公的資金の事業による場合には、

研究開発によるものである場合には、第三者提供先については、競争力強化や他

地域との差別化強化などの政策目的が反映されるケースがある。 

このような場合には、資金提供元の考え方に基づき、「特定地域内での利活用

を行う」、「地域外への提供を妨げる場合がある」などの制限を設けられることが

考えられる。 
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この点、農業分野における AI・データ契約ガイドラインのモデル契約書案にお

いても規定されている内容であるが、水産分野においても同様のことが該当する

ことに留意が必要である。 

 

(c) 提供データ等に関する保証および非保証（モデル契約書案第 5条関係） 

【提供データの非保証】 

農業分野における AI・データ契約ガイドライン（データ利活用編）におけるデ

ータ提供型モデル契約書案では、第５条第 1項では、データ提供者が提供したデ

ータについて、提供先に対して原則として責任を負わない旨の規定を設けてい

る。 

これは、データ提供者において、提供データに対する責任の保証を求めること

により、データ提供者が萎縮してしまい、データ提供自体が進まなくなることを

避ける目的で設けられている。 

水産分野においても基本的には同様のことが該当する。スマート水産業を推進

するためにはデータの利活用は不可欠であり、この観点から生産者等からのデー

タ提供を促すことが重要である。 

一方、例えば漁業者と漁業協同組合においてデータが提供される場合には、法

律上の報告目的などのためにデータ提供を行う場合があり、このような場合には

提供されるデータの正確性などが求められる。そこで、例えば法律上の報告目的

でのデータ提供等、特定の場面での提供に際しては、一定の場合には本条項の適

用外とする旨の規定を設ける等が考えられる。 

 

変更した提供型モデル契約書案（追記箇所は太字・下線で示す） 

第５条 （提供データ等に関する保証および非保証） 

１ データ提供者は、提供データ等が、適法かつ適切な方法によって取得され

たものであることを表明し、保証する。 

２ 提供データ等の中に第三者が有していたデータ（以下「第三者提供デー

タ」という。）がある場合には、データ提供者は、当該第三者から第三者提

供データを本契約に基づき利用許諾をする権限を付与されていることを、デ

ータ受領者に対して表明し保証する。 

３ データ提供者は、提供データ等の正確性、完全性、安全性（提供データ等

がウィルスに感染していないことを含む。）、有効性（本目的への適合性を満

たしていることを含む。）、提供データ等が第三者の知的財産権および／また

はその他の権利を侵害しないこと、提供データ等が本契約期間中継続してデ

ータ受領者に提供されることをいずれも保証しない。また、データ提供者

は、本契約において明示的に保証すると記載したものを除き、明示的である

か黙示的であるかを問わず、提供データ等について一切の保証をしない。 
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４ 第 1 項から第 3 項までの規定は、データの提供目的が法令等に定めるデー

タ提供者またはデータ受領者における義務を履行する目的でなされた場合

で、データ提供者に過失がある場合には、これを適用しない。 

5 第 1項から第 3項までの規定にもかかわらず、以下のいずれかの事由を原因

として、データ受領者が損害を被った場合には、データ受領者は、データ提

供者に対して損害賠償を請求することができる。 

① データ提供者が、提供データ等の全部または一部を改ざんして、データ受

領者に提供した場合 

②  データ提供者が有償で提供データ等をデータ受領者に提供した場合で、

提供データ等の正確性、完全性、安全性、有効性のいずれかに問題があるこ

と、その他提供データ等が第三者の知的財産権および／またはその他の権利

を侵害することを故意により告げずまたは重過失により告げないで、提供デ

ータ等をデータ受領者に提供した場合 

 
 

 

(d) 秘密保持義務（提供型モデル契約書案第 10条関係） 

【派生データ等の対象】 

農業分野における AI・データ契約ガイドライン（データ利活用編）のモデル契

約書案第 10 条では、データ提供者およびデータ受領者の間で定めた「秘密情

報」についての管理義務について定めている。 

水産分野においても、基本的には本条項の内容は該当する。ただし水産分野に

おいては、海域等の自然現象などを踏まえて経験的に得られた情報であるもの

の、必ずしも再現性が低い情報（営業秘密の要件で、有用性を満たさないもの）

などが含まれることになる。このような情報を一律に「秘密情報」として、当事

者において厳しい管理義務を負わせる場合には、データ受領者における利用目的

を達せないこともあるため（例えば再現性の低い情報に対して、別の情報を加え

ることにより、新たな制限性の高い法則のある情報を生み出す等）、秘密情報の

範囲の設定においては、当事者の利用目的なども勘案したうえで、決定すること

が望ましい。 

 

(e) 派生データ等の取扱（提供型モデル契約書案第 11条関係） 

【派生データ等の対象】 

農業分野における AI・データ契約ガイドライン（データ利活用編）のモデル契

約書案第 11 条では、提供データ等と派生データの取扱いとして、利用権限や本

契約における業務を通じて得られた知的財産権についての帰属等について定めて

いる。 
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データ受領者は派生データ以外に、成果物として学習用プログラムや推論プロ

グラムなどの著作物や、これに関連する特許権などの知的財産権を生成すること

が想定される。そこで本項での対象として「派生データ等（本件成果物を含

む）」として、これらを含めることができるような記載とした。 

 

変更した提供型モデル契約書案（追記箇所は太字・下線で示す） 

第１１条（派生データ等の取扱） 

１ データ提供者およびデータ受領者は、本目的のために自ら派生データ等（本

件成果物含む）を利用することができる。 

この利用の中には、本目的のために、派生データを加工等することが含まれ

る。 
 

 

 

【公的資金等による研究開発の場合の開示、提供先の制限】 

派生データ等の本件成果物の開示や提供先についても、当初データ同様、デー

タの利活用が、国や地方公共団体などの公的資金の事業による場合には、研究開

発によるものである場合には、第三者提供先については、競争力強化や他地域と

の差別化強化などの政策目的が反映されるケースがある。 

このような場合には、当初データにおいて設けた規定と同様の制限を設けられ

ることが考えられる。 

農業分野における AI・データ契約ガイドラインでは、モデル契約書案第 11条

において、この点を踏まえて利用範囲の制約条項を設けている。水産分野におい

ても同様の場面においては、このような条項を設けることが望ましい。 

 

農業分野における AI・データ契約ガイドラインにおける提供型モデル契約書案 

３ データ提供者およびデータ受領者は、相手方当事者の事前の書面による承

諾がない限り、本目的以外の目的で提供データ等を加工等その他の利用をし

てはならず、提供データ等、派生データ、および本件成果物を第三者（デー

タ提供者またはデータ受領者が法人である場合、それらの子会社、関連会社

も第三者に含まれる。）に開示、提供、漏えいさせてはならない。 

本項に従い、開示、提供等先となる第三者については、本研究開発におけ

る政策的な目的などの観点から、●●地域内での利活用を行える第三者に限

定する。 
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 生産者等が締結するデータ提供／データ創出型契約における確認項目（チェックリ

スト） 

データの利活用における水産分野の生産者等が締結するデータ提供／データ創出型

契約における確認項目についてのチェックリストの例を表 14に示す。 

データの提供を行う水産分野の生産者等は、データの受領または共同で創出する相

手方と、チェックリストの内容についての取決めがなされているかを確認することが

想定される。 

表 14 生産者等が締結するデータ提供契約における確認項目例 

カテゴリ 契約内容として確認する項目

等 

有無（〇

をつけ

る） 

項目と

してな

い場合

の代替

的対応 

チェックの観点 

契約の目的 データ提供の目的   契約の目的があいまいである

と、各条項が詳細に定められて

いない場合に、不測のトラブル

が生じることがある（例：提供

データの目的外利用、無断商用

利用等） 

各種定義 データ名、項目名、加工、派

生データ、著作物、ノウハウ 

  契約対象なる用語を明確にする

ことで、解釈による不一致が生

じないようにする（例えばノウ

ハウの範囲など） 

提供したデ

ータ（当初

データ含

む） 

提供データ名（ファイル名、

データベース名等で特定でき

れば特定） 

 
 提供データの内容を明らかにす

ることで、契約の対象となるデ

ータの範囲等を明らかにする。 

データの範囲（項目、粒度、

量（件数ほか） 

 
 

データの期間 
 

 

データの提供方法（ファイ

ル、自動送信等（自動送信の

場合には送信元の機器も含め

る） 

 
 データ提供（創出）者が提供に

際して行う義務などを明らかに

する。 

提供頻度 
 

 

創出型の場合には創出・取

得・収集方法 

 
 

データの保証・非保証・免責   

データの利

用条件 

利用目的、加工の有無、条件   提供したデータの利用目的、加

工の有無、条件などを明らかに
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カテゴリ 契約内容として確認する項目

等 

有無（〇

をつけ

る） 

項目と

してな

い場合

の代替

的対応 

チェックの観点 

することで、提供者の意に反し

た利用方法を防ぐ。 

提供データの利用の仕方によ

り、水産分野の生産者等のノウ

ハウが分析される可能性がある

（データの組み合わせや分析方

法等）がため、利用目的との関

係で、利用方法やノウハウとの

関係を確認することも求められ

る。 

第三者提供の可否、範囲、手

続（提供や創出するデータ、

ノウハウ、派生データ、およ

びこれらより生じる知的財産

ごとに示す） 

  データ提供者が意図しない第三

者への提供を防止する 

利用に関する独占・非独占 

（提供や創出するデータ、ノ

ウハウ、派生データ、および

これらより生じる知的財産ご

とに示す） 

  提供データ（当初データ）や創

出データ、派生データ、ノウハ

ウが、提供により相手方に独占

的にする権利が移転するか（提

供者が使えなくなるか）、提供

後も利用できるかなどを示す。 

利用期間 

（特に契約期間との関係を確

認） 

  提供データ（当初データ）がい

つまで利用されるのか（契約期

間内か、一定期間内か、無期限

か）などを明確にする。これに

より、提供データの保護や、デ

ータ提供者が別の提供先にデー

タ提供するなどの関係を明らか

にすることができる。 

利用する地域   データの提供・創出者が意図し

ない地域での利用を防止する 

利用方法（利用環境ほか）   ＡＩ研究開発者がデータを利用

するための環境（ＡＩ研究開発

者が自由に決めた場所で利用で

きるか、データ提供者が管理す

るサーバ上のみだけでの利用か

等） 
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カテゴリ 契約内容として確認する項目

等 

有無（〇

をつけ

る） 

項目と

してな

い場合

の代替

的対応 

チェックの観点 

派生データ、成果物等の提供

者へのフィードバック 

  データの提供・創出者に対する

派生データのフィードバックや

利用権限の設定があるか 

利用に関する対価の有無と内

容、決定方法等 

  データの提供・創出者に対する

報酬の設定や、サービス等利用

の優遇条件設定等があるか。 

知的財産権の帰属と人格権の

不行使等 

  プログラムや特許権等の知的財

産権の帰属や、著作権等の人格

権の不行使があるか（成果物の

変更の可否などが関係する） 

本契約に関連する契約の有無

及びその関係（データ提供等

に係る契約の前提となる契約

や、データ提供等を受けて行

う研究開発契約の有無、およ

び本契約と関連する利用条件

等の事項の有無） 

  データ提供契約等の契約目的の

背景にある契約（例えば国から

の委託契約に基づく等）や、成

果物の第三者提供契約の有無を

明らかにすることで、本契約で

定めた契約内容との整合性を確

保すべき契約の範囲を明らかに

する。 

データの管

理方法 

管理基準・注意義務の内容 
 

 提供（創出）データや派生デー

タの管理内容や前提となる善管

注意義務のレベルを明確にする

ことで、管理責任の重さを明ら

かにする。 

営業秘密等に関する管理方法   提供データ等が提供者側で営業

秘密や限定提供データとして取

り扱っている場合に、提供先で

の営業秘密等の管理方法を確認

する。 

個人情報の範囲、取扱い、管

理方法 

 
 対象とする個人情報の範囲（特

に IoT データ）を明確にするほ

か、内部的な取扱い（生データ

のまま使うか、仮名化データに

加工して使うか等）や管理方法

などについて明らかにすること

で、法律上の対応状況のほか、

リスクを把握する。 
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カテゴリ 契約内容として確認する項目

等 

有無（〇

をつけ

る） 

項目と

してな

い場合

の代替

的対応 

チェックの観点 

データの管理方法 
 

 データの管理方法（主にセキュ

リティ）を確認する。 

管理状況の報告（内容、方

法、頻度） 

 
 管理状況に関するデータ提供者

等への報告の有無やその方法

(web 上、メール、他)、頻度(月

次、年次など)を明らかにす

る。 

管理の是正等   データの管理方法に問題が生じ

た場合の、是正方法・方針など

を示す。 

契約終了後のデータ削除対

象、方法・報告等 

  契約終了のデータ削除(削除す

る場合)の対象や返還・削除方

法、削除したことについてのデ

ータ提供者への報告方法（削除

証明書をつけるか否かなど）を

明らかにする。 

契約上の一

般的事項 

秘密保持義務   秘密の定義内容や、範囲を明ら

かにしたうえで、当事者間の秘

密保持の対象や期間（契約終了

後含む）について確認できるよ

うにする。 

損害賠償関係   データ漏洩等が生じた場合の損

害賠償責任の範囲・基準（注意

義務の内容）、損害賠償の予

定、損害賠償額の上限の有無な

どを確認する。 

免責   損害賠償責任などに対する免責

条項（不可抗力ほか） 

契約の有効期間   契約の有効期間について確認す

る（提供データの相手方の利用

範囲に関係する） 

解除   契約の解除事由の確認（相手方

に契約に反する利用があった場

合に解除できるかどうかに関係

する） 
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カテゴリ 契約内容として確認する項目

等 

有無（〇

をつけ

る） 

項目と

してな

い場合

の代替

的対応 

チェックの観点 

存続条項   契約終了後に存続する条項（第

三者が保有する知的財産による

紛争対応など） 

譲渡禁止   契約上の地位の譲渡などについ

て、事前の書面による合意がな

い場合には認めない等を明らか

にすることで、相手方が変更す

るリスクを防止する。 

準拠法   一般的には日本法による 

管轄裁判所等   一般的には日本国内の裁判所

（地方裁判所） 
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3. モデル契約ひな型 

 データ等提供契約 

 データ提供型契約 

 農業分野データ提供ガイドラインからの変更点 

データ・ノウハウ等の提供契約については、農業分野データ契約ガイドラインの内

容を踏まえて、ＡＩの研究開発の特殊性等を勘案して、契約条項を一部変更した形で

示している。以下にデータ提供型契約の条項において、本ガイドラインで変更の対象

とするものについて示す。 

 

 データ提供型契約モデル契約ひな型 

 

第１条（定義） 

本契約において、次に掲げる語は次の定義による。 

① 「提供データ等」とは、本契約に基づき、データ提供者がデータ受領者に対して

提供するデータ提供者が利用権限を有する情報（ノウハウほか）、データおよび／

または画像であって、別紙に詳細に定めるものをいう。 

② 「本目的」とは、●をいう。 

③ 「加工等」とは、「提供データ等」を加工、分析、編集、統合等することをいい、

「派生データ」とは、「提供データ等」を「加工等」することによって新たに生じ

たデータまたはデータ群をいう。 

④「本件成果物」とは、本契約の目的達成のためにデータ受領者により生成された成

果（プログラム等）のうち、別紙に詳細を定めるものをいう。 

⑤ 「売上金額」とは、データ受領者が、派生データを第三者に提供することによっ

て、当該第三者からデータ受領者が受領した金額をいう。 

⑥ 「個人情報等」とは、個人情報の保護に関する法律に定める個人情報、個人デー

タおよび匿名加工情報を総称したものをいう。 

 

第２条（提供データ等の提供方法） 

データ提供者は、本契約の期間中、データ受領者に対して提供データ等を、別紙に

定める提供方法で提供する。ただし、データ提供者は、データ提供の●日前までにデ

ータ受領者に通知することで、別紙に記載の提供方法を変更することができる。 

 

 

提供データの中に個人情報等が含まれる場合の代替条項 

第２条（提供データ等の提供方法） 

１ データ提供者は、本契約の期間中、データ受領者に対して提供データ等

を、別紙に定める提供方法で提供する。ただし、データ提供者は、データ提
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供の●日前までにデータ受領者に通知することで、別紙に記載の提供方法を

変更することができる。 

２ データ提供者は、個人情報等を含んだ提供データ等をデータ受領者に提供

する場合には、事前にその旨および提供される個人情報等の項目をデータ受

領者に明示する。 

３ データ提供者が個人情報等を含んだ提供データ等をデータ受領者に提供す

る場合には、その生成、取得および提供等について、個人情報保護法に定め

られた手続を履践していることを保証する。 

４ データ受領者は、本条第２項にしたがって提供データ等が提供された場合

には、個人情報保護法を遵守し、個人情報等の管理に必要な措置を講ずるも

のとする。 

５ データ提供者は、提供データ等の全部または一部を改ざんして、提供デー

タ等をデータ受領者に提供してはならない。なお、「改ざん」とは、事実と

異なる改変を加えることをいう。 

 

 

第３条（提供データ等の利用許諾） 

１ データ提供者は、データ受領者に対して、提供データ等を本契約の有効期間中、

本目的の範囲内で利用することを許諾する。この利用には、本目的のために、提供

データ等を加工等することが含まれる。 

２ データ受領者は、本契約で明示的に規定されるものを除き、提供データ等につい

て開示、内容の訂正、追加または削除を行うことのできる権限を有しない。 

３ データ受領者は、データ提供者の書面による事前の承諾のない限り、本目的以外

の目的で提供データ等を加工等その他の利用をしてはならず、提供データ等および

派生データ等、本件成果物を第三者（データ受領者が法人である場合、その子会

社、関連会社も第三者に含まれる。）に開示、提供、漏えいしてはならない。 

４ 提供データ等に関してデータ提供者が創出した知的財産権（データベースの著作

物に関する権利を含むが、これらに限らない）は、データ提供者に帰属する。ただ

し、提供データ等のうち、第三者に知的財産権が帰属するものはこの限りではな

い。 

 

 

公的資金等による研究開発の場合の開示、提供先の制限を行う場合の代替条

項（第３項） 

第３条（提供データ等の利用許諾） 

１～２（略） 
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３ データ提供者およびデータ受領者は、相手方当事者の事前の書面による承諾

がない限り、本目的以外の目的で提供データ等を加工等その他の利用をしては

ならず、提供データ等、派生データ、および本件成果物を第三者（データ提供

者またはデータ受領者が法人である場合、それらの子会社、関連会社も第三者

に含まれる。）に開示、提供、漏えいさせてはならない。 

本項に従い、開示、提供等先となる第三者については、本研究開発における

政策的な目的などの観点から、●●地域内での利活用を行える第三者に限定す

る。 

 

 

生データの提供先と、派生データ、本件成果物の提供先について、異なる対

応をする場合の代替条項（３項） 

第３条（提供データ等の利用許諾） 

１～２（略） 

３ データ受領者は、データ提供者の書面による事前の承諾のない限り、本目的

以外の目的で提供データ等を加工等その他の利用をしてはならず、提供データ

等を第三者（データ受領者が法人である場合、その子会社、関連会社も第三者

に含まれる。）に開示、提供、漏えいしてはならない。 

ただし、派生データを含む本件成果物については、別途定める第三者に限

り、開示、提供できるものとする。 

 

 

データ提供者に、自らが提供した「提供データ等」の提供中止権および利用

停止請求権を認める場合の追加条項（５条～７条） 

第３条（提供データ等の利用許諾） 

１～４（略） 

５ データ提供者は、本条第１項に基づく許諾をした後であっても、何らの理

由なくして、いつでも、データ受領者に対して提供データ等の削除、消去ま

たは利用停止を求めることができる。ただし、この規定は、データ提供者が

データ受領者に対して提供データ等を有償で許諾した場合には適用がない。 

６ 前項にもとづき、データ提供者がデータ受領者に対して提供データ等の削

除または消去を求めた場合には、データ受領者に対し、削除または消去の対

象となった提供データ等が削除または消去されたことを証する書面の提出を

求めることができる。 

７ データ提供者は、本契約で別段の定めがある場合を除き、データ受領者に

対して、派生データおよび派生データ内の提供データ等の削除または利用停
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止を求めることはできない。これは本契約が解除された場合でも同様とす

る。 

 

譲渡型の代替条項（第３条全体） 

第３条（提供データ等の譲渡） 

データ提供者は、データ受領者に対して、提供データ等に関する一切の権限

（当該提供データ等またはデータ群に対して著作物性が認められる場合には、

著作権法第２７条および同法第２８条の権利を含むがこれに限られない。）を

譲渡する。 

 

第４条（対価・支払条件） 

固定料金の場合の第４条 

第４条（対価・支払条件） 

１ データ受領者は、提供データ等の利用許諾に対する対価として、データ提

供者に対し、別紙１ の単位あたり月額●円を支払うものとする。 

２ データ提供者は、毎月月末にデータ受領者が利用している単位数を集計

し、その単位数に応じた利用許諾の対価を翌月●日までにデータ受領者に

書面（電磁的方法を含む。以下同じ。）で通知する。 

３ データ受領者は、本契約期間中、第１項に定める金額に消費税および地方

消費税額を加算した金額を、前項の通知を受領した日が属する月の末日まで

にデータ提供者が指定する銀行口座に振込送金の方法によって支払うものと

する。なお、振込手数料はデータ受領者の負担とする。 

 

売上の配分の場合の第４条 

第４条（対価・支払条件） 

１ データ受領者は、本契約の有効期間中、各計算期間（４月１日～翌年３月３

１日とする。）における●●によって生じた売上金額その他データ提供者の指

定する事項に関する報告書を作成 し、当該計算期間終了後１５日以内にデー

タ提供者に対して提出しなければならない。 

２ データ受領者は、●●によって生じた売上金額の●％を、提供データ等の利

用許諾に対する対価として、第１項に定めた報告書を提出した日の翌月末日ま

でに、データ提供者が指定する銀行口座に振込送金の方法によって支払うもの

とする。なお、振込手数料はデータ受領者の負担とする。 

３ データ受領者は、本条第１項の報告書に記載すべき事項に関して適正な帳簿

を備えるものとし、これを本契約の有効期間中、保存・保管するものとする。

データ提供者またはその代理人は必要に応じて当該帳簿を閲覧および謄写する

ことができる。 
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４ データ提供者は、前項における帳簿の閲覧および謄写により知り得たデータ

受領者の機密事項を第三者に開示・漏えいしてはならない。また、データ提供

者は、帳簿の閲覧および検査により知り得たデータ受領者の機密事項を前項以

外のいかなる目的・用途にも利用してはならない。 

 

第５条 （提供データ等に関する保証および非保証） 

１ データ提供者は、提供データ等が、適法かつ適切な方法によって取得されたもの

であることを表明し、保証する。 

２ 提供データ等の中に第三者が有していたデータ（以下「第三者提供データ」とい

う。）がある場合には、データ提供者は、当該第三者から第三者提供データを本契

約に基づき利用許諾をする権限を付与されていることを、データ受領者に対して表

明し保証する。 

３ データ提供者は、提供データ等の正確性、完全性、安全性（提供データ等がウィ

ルスに感染していないことを含む。）、有効性（本目的への適合性を満たしているこ

とを含む。）、提供データ等が第三者の知的財産権および／またはその他の権利を侵

害しないこと、提供データ等が本契約期間中継続してデータ受領者に提供されるこ

とをいずれも保証しない。また、データ提供者は、本契約において明示的に保証す

ると記載したものを除き、明示的であるか黙示的であるかを問わず、提供データ等

について一切の保証をしない。 

４ 前項の規定にもかかわらず、以下のいずれかの事由を原因として、データ受領者

が損害を被った場合には、データ受領者は、データ提供者に対して損害賠償を請求

することができる。 

① データ提供者が、提供データ等の全部または一部を改ざんして、データ受領者

に提供した場合 

② データ提供者が有償で提供データ等をデータ受領者に提供した場合で、提供デ

ータ等の正確性、完全性、安全性、有効性のいずれかに問題があること、その他

提供データ等が第三者の知的財産権および／またはその他の権利を侵害すること

を故意により告げずまたは重過失により告げないで、提供データ等をデータ受領

者に提供した場合 

 

 

特定の目的での提供おいて非保証を求める場合の追加条項（第１項～第２

項） 

第５条（非保証） 

１～３ 略 

４第 3 項の規定は、データの提供目的が法令等に定めるデータ提供者またはデー

タ受領者における義務を履行する目的でなされた場合であって、当該法令が提
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供データ等の正確性、完全性及び／又は有効性を求めている場合には、当該法

令が求める限りで、これを適用しない。 

５ （元の第 4 項）略 

 

第６条 （責任の制限等） 

１ データ提供者は、データ受領者による提供データ等の利用に関連する、または提

供データ等のデータ受領者の利用に基づき生じた発明、考案、創作および営業秘密

等に関する知的財産権等のデータ受領者による利用に関連する一切の請求、損失、

損害または費用（合理的な弁護士費用を含み、特許権侵害、意匠権侵害、その他こ

れらに類する侵害を含むがこれに限らない）に関し責任を負わない。 

２ データ受領者は、提供データ等の利用に起因または関連して第三者との間で紛

争、クレームまたは請求（以下「紛争等」という）が生じた場合には、直ちにデー

タ提供者に対して書面により通知するものとし、かつ、自己の責任および費用負担

において、当該紛争等を解決する。データ提供者は、当該紛争等に合理的な範囲で

協力するものとする。 

３ データ受領者は、前項に定める紛争等に起因または関連してデータ提供者が損

害、損失または費用（合理的な弁護士費用を含み、以下「損害等」という）を被っ

た場合（ただし、当該紛争等がデータ提供者の帰責事由に基づく場合を除く）、デ

ータ提供者に対して、当該損害等を補填する。 

 

対応責任をデータ提供者が原則負う場合の代替条項（第１項～第２項） 

第６条（責任の負担） 

１ データ受領者による提供データ等の利用（本契約に違反しない態様での利用

に限る）に起因または関連して第三者との間で紛争、クレームまたは請求（以

下「紛争等」という）が生じた場合、データ提供者の費用と責任で解決するも

のとする。また、当該紛争等に起因または関連してデータ受領者が損害、損失

または費用（合理的な弁護士費用を含み、以下「損害等」という）を被った場

合、データ提供者は損害等を負担するものとする。 

２ 前項の定めにかかわらず、データ受領者は、本契約に違反する態様での提供

データ等の利用に起因もしくは関連して生じた紛争等について、データ受領者

の費用と責任で解決するものとする。また、当該紛争等に起因または関連して

データ提供者に損害等が発生した場合、データ受領者は当該損害等を負担する

ものとする。 

３ 略 

 

 

第７条 （利用状況の報告および監査） 
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１ データ提供者は、データ受領者に対し、データ受領者による提供データ等の利用

が本契約の条件に適合している否かを検証するために必要な利用状況の報告を求め

ることができる。 

２ データ受領者は、データ提供者に対し、データ提供者による派生データ等の利用

が本契約の条件に適合している否かを検証するために必要な利用状況の報告を求め

ることができる。 

３ データ提供者またはデータ受領者は、第１項または前項に基づく報告が提供デー

タ等または派生データの利用状況を検証するのに十分ではないと判断した場合、●

営業日前に相手方に対して書面による事前通知をすることを条件に、１年に１回を

限度として、相手方の営業所において、自らおよび／または自らが指定した第三者

をして、提供データ等または派生データの利用状況の監査を実施することができる

ものとする。この場合、監査を実施するデータ提供者またはデータ受領者は、相手

方の情報セキュリティに関する規程その他相手方が別途定める規程を遵守するもの

とする。 

４ 前項による監査の結果、データ受領者またはデータ提供者が本契約に違反して提

供データ等または派生データを利用していたことが発覚した場合、データ提供者ま

たはデータ受領者は相手方に対し監査に要した費用を支払うものとする。 

 

第８条 （提供データ等の管理） 

１ データ受領者は、提供データ等および派生データ、本件成果物を他の情報または

データと明確に区別し、我が国において一般にデータ保管のために用いられるシス

テムで通常利用されるのと同種同等（かつ、別紙により営業秘密として定めている

ものについては、営業秘密としての保護のための要件を満たす水準の）セキュリテ

ィおよびバックアップ体制を備えるなど、善良な管理者の注意をもって管理・保管

しなければならない。 

２ データ提供者は、提供データ等および派生データ、本件成果物の管理状況につい

て、データ受領者に対していつでも書面による報告を求めることができる。この場

合において、提供データ等または派生データの漏えいまたは消失のおそれがあると

データ提供者が判断した場合、データ提供者は、データ受領者に対して提供データ

等および派生データの管理方法・保管方法の是正を求めることができる。 

３ 前項の報告または是正の要求がなされた場合、データ受領者は速やかにこれに応

じなければならない。 

４ 提供データ等の漏えい、消失、データ提供者の許諾を得ない第三者提供、目的外

利用等、本契約に違反するデータ受領者の提供データ等の利用により、データ提供

者に損害が生じた場合、データ受領者はデータ提供者に対して違約金として●円を

支払う義務を負う。ただし、データ提供者に生じた損害が上記違約金額を上回る場

合には、データ提供者は実際に生じた損害額を立証することでデータ受領者に対し

当該損害額の賠償を請求することができる。 
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第９条（データ漏えい等の場合の対応及び責任） 

１ データ受領者は、提供データ等の漏えい、喪失、データ提供者の許諾を得ない第

三者提供、目的外利用等、本契約に違反する提供データ等の利用（以下これらを総

称して「提供データ等の漏えい等」という。）を発見した場合、または提供データ

等の漏えい等が合理的に疑われる場合、直ちにデータ提供者にその旨を通知しなけ

ればならない。 

２ データ受領者は、派生データの漏えいまたは喪失（以下これらを総称して「派生

データの漏えい等」という）を発見した場合、または派生データの漏えい等が合理

的に疑われる場合、直ちにデータ提供者にその旨を通知しなければならない。 

３ データ受領者から派生データを受領したデータ提供者が、派生データの漏えい等

を発見した場合、または派生データの漏えい等が合理的に疑われる場合、直ちにデ

ータ受領者にその旨を通知しなければならない。 

４ 本条第１項または第２項に該当する場合、データ受領者は、自己の費用と責任に

おいて、提供データ等の漏えい等または派生データの漏えい等の事実の有無を確認

し、提供データ等の漏えい等または派生データの漏えい等の事実が確認できた場合

は、その原因を調査し、再発防止策について検討しその内容をデータ提供者に報告

しなければならない。 

５ データ提供者が管理する領域で派生データ等の漏えい等が生じた場合または派生

データの漏えい等が合理的に疑われる場合には、データ提供者は、自己の費用と責

任において、派生データの漏えい等の事実の有無を確認し、派生データの漏えい等

の事実が確認できた場合は、その原因を 

調査し、再発防止策について検討しその内容をデータ受領者に報告しなければなら

ない。 

 

提供データ等に個人情報が含まれている場合の対応の追加条項（第６項） 

６ 漏えいまたは喪失（以下これらを総称して「漏えい等」という）が発生し、

または漏えい等が発生した可能性のある提供データ等または派生データに個人

データが含まれている場合には、漏えい等を生じさせたデータ受領者またはデ

ータ提供者は、個人情報保護委員会に対してその旨報告し、その指示に従うも

のとする。 

 

 

提供データ等または派生データの利用が、第三者の知的財産権その他の権利

を侵害した場合の追加条項（第７項） 

７ データ提供者およびデータ受領者は、相手方に提供したデータに、第三者の

知的財産権の対象となるデータが含まれる等、相手方の利用につき制限があり
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得ることが判明した場合には、速やかに相手方に対してその旨を通知した上、

相手方と協議および協力して、当該第三者の許諾を得ること、または問題とさ

れているデータを除去する措置を講じること等により、相手方が提供を受けた

データの利用権限を行使できるよう努める。 

 

システムへの攻撃等により損害が生じた場合で、帰責性の低いデータ受領者

に対して損害賠償義務を負担させない場合の追加条項（第７項） 

８ データ提供者は、データ受領者が管理するシステムの保守・点検、ウィルス

の感染、ハッキング、コンピュータのバグ、設備または通信サービスの不備ま

たは停止、停電、誤操作、クラウドサービス等の外部サービスの提供の停止ま

たは緊急メインテナンス、その他データ受領者のコントロールの及ばない事象

により提供データ等または派生データが喪失または毀損され、あるいは意図し

ない第三者に開示、漏えいされる可能性があることを認識し、それらにより自

らまたは第三者に損害が発生した場合であっても、データ受領者に対していか

なる損害賠償をも請求しないものとする。ただし、本条項は、データ漏えい等

が発生したシステムを管理するデータ受領者が、漏えい等が発覚したまたは漏

えい等が合理的に疑われる提供データ等および／または派生データを管理する

システムに関し、我が国において、それと同種同等のシステムで通常利用され

るのと同種同等のセキュリティおよびバックアップ体制を備えていたこと（な

お、データ受領者が、自らが管理するシステムの全部または一部の運営・管理

を第三者に委託していた場合や第三者のサービスを利用していた場合には、当

該第三者に対する適切な監督を行っていたことを含む。）を立証した場合に限

り、適用されるものとする。 

 

 

派生データについてはデータ提供者（漁業関係者等）側もデータ受領者より

提供を受ける可能性がある場合 

９ データ受領者は、データ提供者が管理するシステムの保守・点検、ウィルス

の感染、ハッキング、コンピュータのバグ、設備または通信サービスの不備ま

たは停止、停電、誤操作、クラウドサービス等の外部サービスの提供の停止ま

たは緊急メインテナンス、その他データ提供者のコントロールの及ばない事象

により派生データが喪失または毀損され、あるいは意図しない第三者に開示、

漏えいされる可能性があることを認識し、それらにより自らまたは第三者に損

害が発生した場合であっても、データ提供者に対していかなる損害賠償も請求

しないものとする。 

 

第１０条 （秘密保持義務） 
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１ データ提供者およびデータ受領者は、本契約を通じて知り得た、相手方（以下

「開示者」という。）が開示にあたり、書面・口頭・その他の方法を問わず、秘密

情報であることを表明した上 で開示した情報（以下「秘密情報」という。ただ

し、提供データ等および派生データは本条における「秘密情報」には含まれな

い。）を、厳に秘密として保持し、開示者の書面による事前の承諾なしに第三者に

開示、提供、漏えいし、また、秘密情報を本契約に基づく権利の行使または義務の

履行以外の目的で利用してはならない。ただし、法令上の強制力を伴う開示請求が

公的機関よりなされた場合または個人情報保護委員会に対して漏えい等を報告する

にあたって個人情報保護委員会から開示を求められた秘密情報については、秘密情

報の開示を受けた当事者（以下「被開示者」という。）は、その請求に応じる限り

において、開示者への速やかな通知を行うことを条件として開示することができ

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報は、秘密情報にあ

たらないものとする。 

① 開示の時点で既に被開示者が保有していた情報 

② 秘密情報によらず被開示者が独自に生成した情報 

③ 開示の時点で公知の情報 

④ 開示後に被開示者の責に帰すべき事由によらずに公知となった情報 

⑤ 正当な権利を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく開示された情報 

３ 被開示者は、本契約の履行のために必要な範囲内に限り、本条第１項に基づく秘

密保持義務を遵守させることを前提に、自らの役職員または法律上守秘義務を負っ

た自らの弁護士、会計士、税理士等に対して秘密情報を開示することができる。 

４ 本条に基づく義務は、本契約が終了した後も●年間存続する。 

 

データ提供者から、提供データ等に「秘密」と明示されて提供された場合の

代替条項（第１項） 

１ データ提供者およびデータ受領者は、本契約を通じて知り得た、相手方（以

下「開示者」という。）が開示にあたり、書面・口頭・その他の方法を問わ

ず、秘密情報であることを表明した上で開示した情報（以下「秘密情報」とい

う。提供データ等および派生データは、原則として秘密情報に該当しないもの

とするが、データ提供者から提供当時に秘密情報であることが明示されて提供

された提供データ等は、秘密情報とする。）を、厳に秘密として保持し、相手

方の書面による事前の承諾なしに第三者に開示、提供、漏えいし、また、秘密

情報を本契約に基づく権利の行使または義務の履行以外の目的で利用してはな

らない。ただし、法令上の強制力を伴う開示請求が公的機関よりなされた場

合、または個人情報保護委員会に対して漏えい等を報告するにあたって個人情

報保護委員会から開示を求められた秘密情報については、秘密情報の開示を受
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けた当事者（以下「被開示者」という。）は、その請求に応じる限りにおい

て、開示者への速やかな通知を行うことを条件として開示することができる。 

 

 

第１１条（派生データ等の取扱） 

生成した知的財産を共有とする場合の条項（第１１条） 

第１１条（派生データの取扱） 

１ データ提供者およびデータ受領者は、本目的のために自ら派生データ等

（本件成果物含む）を利用することができる。 

この利用の中には、本目的のために、派生データを加工等することが含まれ

る。 

２ 前項の場合、データ提供者およびデータ受領者は、相手方当事者の事前の

書面による承諾がない限り、派生データを第三者（データ提供者またはデー

タ受領者が法人である場合、それらの子会社、関連会社も第三者に含まれ

る。）に開示、提供、漏えいさせてはならない。 

３ データ提供者が、派生データの利用を望む場合には、別途両当事者で定め

る申込書式に必要事項を記入の上、データ受領者に申請をするものとする。

データ受領者は、その利用が利用権限を逸脱しているなど特段の事情がない

限り、データ提供者に対して、申請された派生データを提供しなければなら

ない。ただし、データ提供者に対する派生データの提供に費用を要する場合

には、データ受領者は別途定める手数料をデータ提供者に請求することがで

きる。 

４ 提供データ等または派生データの利用に基づき生じた知的財産権は、本契

約で別段の規定がある場合および当事者間で別途合意をした場合を除き、デ

ータ提供者とデータ受領者の共有とする。ただし本件成果物で示した以外の

著作権については、受領者の帰属とする。 

この場合において、当該知的財産権の創出に出願作業が必要な場合には、デ

ータ提供者とデータ受領者が共同で当該出願作業を行うか、相手方当事者の同

意を得て、一方の当事者が単独で行うものとする。 

５ 本契約で別段の規定がある場合または当事者間で別途合意をした結果、派

生データの利用権限をデータ受領者のみに帰属させる場合には、派生データ

の利用に基づき生じた知的財産権は、データ受領者のみに帰属する。 

６ 前２項の規定は、提供データ等または派生データに関する知的財産権が第

三者に帰属する場合には、適用がないものとする。 

７ データ受領者が、派生データを利用して行った事業またはサービスによっ

て売上げを得たときは、受領データが得た売上金額の●％をデータ提供者に
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対して支払う。その支払条件については、データ提供者とデータ受領者が協

議の上決定する。 

８ データ受領者は、派生データの正確性、完全性、安全性（派生データ等が

ウィルスに感染していないことを含む。）、有効性（本目的への適合性を満

たしていることを含む。）、派生データが第三者の知的財産権その他の権利

を侵害しないこと、派生データが本契約期間中継続してデータ提供者に提供

されることをいずれも保証しない。また、データ受領者は、本契約において

明示的に保証すると記載したものを除き、派生データ等について一切の保証

をしない。 

９ 前項の規定は、以下のいずれかの場合には適用がないものとする。 

① データ受領者が、派生データ等の全部または一部を改ざんして、デー

タ提供者に提供した場合 

② データ受領者が有償で派生データ等をデータ提供者に提供した場合

で、派生データの正確性、完全性、安全性、有効性のいずれかに問題が

あること、または派生データが第三者の知的財産権および／またはその

他の権利を侵害することを故意により告げずまたは重過失により告げな

いで、派生データ等をデータ提供者に提供した場合 

③ データ受領者が、派生データ等をデータ提供者に対して提供する権限

がないことを知りながらまたはこれを重過失により知らないで、派生デ

ータ等をデータ提供者に提供した場合 

10 データ受領者が、第１３条第１項から第４項のいずれかに基づき本契約を

解除した場合には、データ提供者は、データ受領者の求めにより、派生デー

タの利用を停止し、かつデータ受領者より提供を受けた派生データを削除ま

たは消去しなければならない。 

11 派生データ等の漏えい、消失、データ提供者の許諾を得ない第三者提供、

目的外利用等、本契約に違反するデータ受領者の派生データ等の利用によ

り、データ提供者に損害が生じた場合、データ受領者はデータ提供者に対し

て違約金として●円を支払う義務を負う。ただし、データ提供者に生じた損

害が上記違約金額を上回る場合には、データ提供者は実際に生じた損害額を

立証することでデータ受領者に対し当該損害額の賠償を請求することができ

る。 

 

 

 

派生データの利用権限をデータ受領者のみに保持させる場合 

第１１条（派生データの取扱） 
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１ 本契約で別段の規定がある場合および当事者間で別途合意をした場合を除

き、派生データの利用権限は、データ受領者のみが有する。 

２ データ受領者は、データ提供者に対し、本契約期間中、[有償／無償で]当該派

生データを本目的の範囲で利用することを許諾する。この場合、データ提供者

は、本契約で明示的に規定されるものを除き、データ受領者の事前の書面によ

る承諾なくして、派生データの内容の訂正、追加、削除し、加工等し、第三者

に開示、提供する権限を有しない。 

３ データ提供者が、派生データの利用を望む場合には、別途両当事者で定める

申込書式に必要事項を記入の上、データ受領者に申請をするものとする。デー

タ受領者は、その利用が利用権限を逸脱しているなど特段の事情がない限り、

データ提供者に対して、申請された派生データを提供しなければならない。た

だし、データ提供者に対する派生データの提供に費用を要する場合には、デー

タ受領者は別途定める手数料をデータ提供者に請求することができる。 

４ 派生データの利用に基づき生じた知的財産権は、データ受領者のみに帰属す

る。 

５ 前各項の規定にもかかわらず、当事者間で別途書面による合意をすることに

より、派生データの利用に基づき生じた知的財産権を、データ提供者とデータ

受領者の共有とすることができる。 

６ 前２項の規定は、提供データ等または派生データに関する知的財産権が第三

者に帰属する場合には、適用がないものとする。 

７ データ受領者が、派生データを利用して行った事業またはサービスによって

売上げを得たときは、受領データが得た売上金額の●％をデータ提供者に対し

て支払う。その支払条件については、データ提供者とデータ受領者が協議の上

決定する。 

８ データ受領者は、派生データの正確性、完全性、安全性（派生データ等がウ

ィルスに感染していないことを含む。）、有効性（本目的への適合性を満たして

いることを含む。）、派生データが第三者の知的財産権その他の権利を侵害しな

いこと、派生データが本契約期間中継続してデータ提供者に提供されることを

いずれも保証しない。また、データ受領者は、本契約において明示的に保証す

ると記載したものを除き、明示的であるか黙示的であるかを問わず、派生デー

タ等について一切の保証をしない。 

９ 前項の規定は、以下のいずれかの場合には適用がないものとする。 

① データ受領者が、派生データ等の全部または一部を改ざんして、データ提供

者に提供した場合 

② データ受領者が有償で派生データ等をデータ提供者に提供した場合で、派生

データの正確性、完全性、安全性、有効性のいずれかに問題があること、また

は派生データが第三者の知的財産権その他の権利を侵害することを故意により
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告げずまたは重過失により告げないで、派生データ等をデータ提供者に提供し

た場合 

③ データ受領者が、派生データ等をデータ提供者に対して提供する権限がない

ことを知りながらまたはこれを重過失により知らないで、派生データ等をデー

タ提供者に提供した場合 

10  データ受領者が、第１３条第１項から第４項のいずれかに基づき本契約を

解除した場合には、データ提供者は、データ受領者の求めにより、派生データ

の利用を停止し、かつデータ受領者より提供を受けた派生データを削除または

消去しなければならない。 

 

 

生成した知的財産をデータ受領者の帰属とする場合の代替条項（第４項） 

４ 提供データ等または派生データの利用に基づき生じた知的財産権は、本契

約で別段の規定がある場合および当事者間で別途合意をした場合を除き、デ

ータ受領者に帰属するものとする。 

 

 

国の事業等で提供先が国内の第三者に限定する場合の追加条項 

２ 前項の場合、データ提供者およびデータ受領者は、相手方当事者の事前の

書面による承諾がない限り、派生データ等を第三者（データ提供者またはデ

ータ受領者が法人である場合、それらの子会社、関連会社も第三者に含まれ

る。）に開示、提供、漏えいさせてはならない。 

本項に従い、開示、提供等先となる第三者については、本研究開発における

政策的な目的などの観点から、●●地域内での利活用を行える第三者に限定す

る。 

 

 

第１２条（有効期間） 

本契約の有効期間は、本締結日から●年間とする。ただし、本契約の有効期間満了

の●ヶ月前までにデータ提供者またはデータ受領者から相手方に対して書面による契

約終了の申し出がないときは、本契約と同一の条件でさらに●年間継続するものと

し、以降も同様とする。 

 

第１３条（契約の解除） 

１ 本契約のいずれか一方の当事者（以下「本件当事者」という。）は、本契約の他方

当事者（以下「相手方」という。）に以下のいずれかに該当する事由が発生した場

合には、何ら催告なくして、本契約を解除することができる。 
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① 本契約の一に違反し、相当の期間を定めて催告したにもかかわらず、その違反

が是正されなかった場合 

② 破産、民事再生、特別清算、会社更生手続の開始が申立てられ、あるいはこれ

に類する手続が申立てられた場合。ただし、これらの申立が債権者によりなされ

た場合には、裁判所がその手続開始決定をした場合（特別清算の場合には手続開

始命令をした場合）とする。 

２ 本件当事者は、自らが、反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなっ

た時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会

運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団、その他これらに準ずる者をいう。以下

同じ）に該当しないこと、および反社会的勢力と以下の各号の一にでも該当する関

係を有しないことを相手方に表明保証する。本件当事者は、相手方が反社会的勢力

に該当し、または以下の各号の一にでも該当することが判明した場合には、何らの

催告を要せず、本契約を解除することができる。 

① 反社会的勢力が経営を支配していると認められるとき 

② 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき 

③ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加え

る目的をもってするなど、不当に反社会的勢力を利用したと認められるとき 

④ 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をし

ていると認められるとき 

⑤ その他役員等または経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力と社会的

に非難されるべき関係を有しているとき 

３ 本件当事者は、相手方が自らまたは第三者を利用して以下の各号の一にでも該当

する行為をした場合には、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。 

① 暴力的な要求行為 

② 法的な責任を超えた不当な要求行為 

③ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

④ 風説を流布し、偽計または威力を用いて本件当事者の信用を棄損し、または当

本件事者の業務を妨害する行為 

⑤ その他前各号に準ずる行為 

４ データ提供者は、データ受領者が提供データ等または派生データの漏えいまたは

喪失をした場合には、何ら催告なくして、本契約を解約することができる。 

５ 本件当事者は、本契約に別途定める場合のほか、相手方との間で書面による合意

をすることにより、本契約を解約することができる。 

６ 第３条第５項ただし書の規定にもかかわらず、本条第１項から第４項のいずれか

に基づき本契約が解除された場合には、データ受領者は、データ提供者の求めに従

い、自らのシステムから、提供データ等の全部または一部を削除しなければならな

い。ただし、この規定は、派生データ内の提供データ等に対しては適用がないもの

とする。第３条第６項は、本項の場合にも準用する。 
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７ 本条第１項から第３項各号のいずれかを理由として本契約を解除した本件当事者

は、本条第 1 項から第３項各号に該当する相手方に対して、本契約違反または解除

に基づいて被った損害の賠償を請求することができる。本条第４項を理由として本

契約を解除したデータ提供者の損害賠償請求権の行使は、第９条第８項に規定した

とおりとする。 

 

第１４条（不可抗力免責） 

１ 本契約の契約期間中において、天災地変、戦争、暴動、内乱、自然災害、法令の

制定改廃その他データ提供者およびデータ受領者の責に帰すことができない事由に

よる本契約の全部または一部の履行遅滞もしくは履行不能については、データ提供

者およびデータ受領者は責任を負わない。 

２ 前項の規定にもかかわらず、第９条第８項ただし書に基づきデータ受領者に対す

る免責が認められない場合には、その限りで、前項の適用は排除されるものとす

る。 

 

第１５条（契約の地位の譲渡） 

データ提供者またはデータ受領者は、相手方の事前の書面による承諾を得なけれ

ば、本契約上の地位または本契約に基づく権利義務を第三者に譲渡することができ

ない。ただし、以下の場合にはこの限りではない。 

① データ提供者またはデータ受領者が第三者と合併する場合など、その地位が第

三者に包括的に承継される場合 

② データ提供者またはデータ受領者が、本契約上のまたは本契約に基づく権利義

務を親会社、子会社または関連会社に譲渡する場合 

 

第１６条（通知） 

１ データ提供者およびデータ受領者は 1 名以上の主任担当者を指定し、その主任担

当者の氏名、電話番号および／または電子メールアドレスを相手方に対して通知を

するものとする。個人データ管理責任者を設置することとした場合には、データ受

領者の主任担当者は、個人データ管理責任者を兼ねるものとする。データ提供者お

よびデータ受領者は、自らの主任担当者を変更する場合には、事前にその旨および

新しい主任担当者の氏名、電話番号および／または電子メールアドレスを相手方に

通知するものとする。 

２ 本契約に基づきデータ提供者またはデータ受領者が、相手方に対して通知が必要

な場合には、相手方から別途書面で指定を受けた場合を除き、データ提供者または

データ受領者の主任担当者から相手方の主任担当者の電子メールアドレス宛に電子

メールを送付することにより通知すれば足りるものとする。ただし、本契約の解除

通知は、書面により行うものとする。 
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３ 本契約に基づきデータ提供者またはデータ受領者が相手方に対して同意または許

諾を求める必要があるときにも、別途両当事者で合意がある場合を除き、データ受

領者またはデータ提供者の主任担当者から相手方の主任担当者に対して、電子メー

ルまたは書面で同意または許諾を求めるものとする。 

 

第１７条（存続条項） 

本契約に特段の規定がない限り、本契約終了後も、第３条第４項および第７項（提

供データ等の利用許諾）、第４条第４項（対価・支払条件）、第５条第２項（提供デー

タ等の非保証）、第６条（責任の制限等）、第９条（データ漏えい等の場合の対応及び

責任）、第１１条（派生データ等の取扱）、第１３条第６項および第７項（解除）、第

１４条（不可抗力免責）、本条、第１８条（完全条項）、第１９条（準拠法）、第２０

条（紛争解決）の各規定は有効に存続する。 

 

第１８条（完全条項） 

本契約は、提供データ等および派生データのデータ受領者またはデータ提供者に対

する提供、利用およびそれに伴う責任範囲に関するデータ提供者およびデータ受領者

間の完全なる合意を意味 し、本契約成立以前になされたこれに関する協議および合

意のすべてにとって代わられるものとする。 

 

第１９条（準拠法） 

本契約は、日本法を準拠法とし、日本法に基づいて解釈されるものとする。 

 

第２０条（紛争解決） 

１ 本契約に関し、データ提供者およびデータ受領者の間で意見または認識の食い違

いその他の紛争が発生した場合には、データ提供者およびデータ受領者は、相手方

の主任担当者に通知した上で、誠実に協議し、その解決に務めるものとする。 

２ 前項の規定にもかかわらず、協議により紛争を解決することができない場合に

は、データ提供者とデータ受領者は、東京地方裁判所を第一審の専属的管轄裁判所

とすることに合意する。 

 

仲裁の場合の代替条項（第２項） 

２ 前項の規定にもかかわらず、協議により紛争を解決することができない場合

には、データ提供者とデータ受領者は、この契約からもしくはこの契約に関連

して、当事者の間に生ずることがあるすべての紛争、論争もしくは意見の相違

を、日本商事仲裁協会の商事仲裁手続きにしたがって、日本国東京都を仲裁地

として、仲裁により最終的に解決することに合意する。仲裁人は３名とし、仲

裁言語は日本語とする。 
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別紙 提供データ等の詳細（第 1 条、第 2 条関係） 

１． 提供データ等の詳細（第 1 条、第 2 条関係） 

 

提供対象となるデ

ータ等 

 

 

データ等の種類 数値、テキスト、画像等、ノウハウの

別について記載 

 

主なデータ項目 提供するデータに含まれる主なデータ

項目等を記載（画像、ノウハウの場合

には概要） 

データの期間 ○年〇月〇日～○年〇月〇日 

提供方法 媒体、ネットワーク経由等などを記載 

知的財産権の有無 著作権、特許権等 

営業秘密管理の有無  

※複数種類の提供データ等がある場合には、それぞれについて上記の内容を記載す

る。 

 

２． 本件成果物（第 1 条第 1 項第 5 号関係） 

本データ等提供契約に基づいて、データ受領者により生成することが予定される本件

成果物（プログラム等）は以下の通り。 

成果物種類 成果物の概要 成果物の形式 

成果物の種類（~プ

ログラム等）

を記載する 

成果物の概要を記載する 成果物の形式（プログ

ラム、テキスト

等）を記載する。 

 

別紙１ 対価の取決め 

 

データの種類 支払方式 支払単価 

 従量課金方式／固

定料金方式な

ど支払方式を

記載する 

支払う際の単価等を記載する。 

（月額●●円、●●円／●●件、 

売り上げの●●％、等） 
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 データ提供契約におけるタームシートタームシートの例（太字は記載上の留意事項

を示す） 

 

表 15 タームシートの例 

項目 記載内容 

契約の目的 データ提供が行われる契約の目的（委託、共同開発等）を記

載 

契約当事者 提供者 複数の当事者が提供者の場合にはすべて記載 

受領者 複数の当事者が受領者の場合にはすべて記載 

本契約で関係する他の契約 本契約により提供するデータの利用や第三者提供に関して関

連する他契約があれば記載（契約当事者も併せて記載） 

提供するデータ(セット)の概要  

提供対象となるデータ 主なデータ項目 提供するデータに含まれる主なデータ項

目等を記載 

個人情報の有無と

その対応 

個人情報が含まれている場合にはその旨

と、取得されている同意の範囲などを記

載 

データの期間 ○年〇月〇日～○年〇月〇日 

提供方法 媒体、ネットワーク経由等などを記載 

提供先の保存場所 提供先の保存場所（地域名及び施設名

等）を記載 

営業秘密管理の有

無 

データの管理において秘密として管理す

る場合に、その旨を記載 

限定提供データと

しての取扱いの有

無・利用者 

データの管理・利用において限定提供デ

ータとして管理する場合に、その旨と利

用者の範囲を記載 

提供データの利用等 利用目的 提供先における提供データの利用目的を

記載 

明示的な利用禁止

となる目的 

当事者の意思から明らかに利用禁止する

利用目的について記載 

利用期間 ○年〇月〇日～○年〇月〇日 

利用形態 無加工  仮名化利用 匿名加工利用 

 その他（           ） 

第三者提供 有 無 

ある場合には提供先・範囲 

（             ） 
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 ※ 取扱いを異にする複数のデータがある場合には、上記４

行を追加して、それぞれについて記載 

データ提供 

（複数ある場合には、行を追加してそれぞ

れ記載） 

提供先の所在地 データ提供先が利用する所在地を記載 

提供先における管

理方法の概要 

提供先の管理方法を記載 

想定される派生データ、生成さ

れる知的財産に関する事項（派

生データ、知的財産ごとに記

載） 

【派生データ・知的財産名】A 

  内容 派生データ等の内容の説明を記載 

利用目的 派生データ等の利用目的(範囲含む)を記

載 

利用関係 当事者等における利用関係を記載 

帰属関係

等 

権利の場合には帰属関係、それ以外はラ

イセンシー等に関する権限関係を記載 

【派生データ・知的財産名】B B（以下必要に応じて行を追

加） 

 内容 派生データ等の内容の説明を記載 

利用目的 派生データ等の利用目的(範囲含む)を記

載 

利用関係 当事者等における利用関係を記載 

帰属関係

等 

権利の場合には帰属関係、それ以外はラ

イセンシー等に関する権限関係を記載 

データから得られることが想定

されるノウハウの内容 

提供データから得られるノウハウ、あるいはＡＩにより実装

されるノウハウなどがあれば記載 

データ提供に伴う対価等 想定する対価、あるいは事業化した際の利用条件を記載 

秘密保持の期間 ○年〇月〇日～○年〇月〇日 

契約終了後の削除等 【デー

タ名】  

削除予定

の有無 

削除予定日 

データ

A 

有 ○年○月○日 

以下必要に応じて行を追加 

その他特記事項  
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